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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（1）連結経営指標等

回次 第106期 第107期 第108期 第109期 第110期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 (百万円) 162,315 172,882 182,257 218,652 219,353

経常利益 (百万円) 15,237 16,497 16,739 17,687 18,720

親会社株主に帰属する当期

純利益
(百万円) 6,974 10,284 9,831 10,044 11,242

包括利益 (百万円) 7,016 10,762 10,029 10,680 7,645

純資産額 (百万円) 90,600 99,861 104,664 116,059 121,281

総資産額 (百万円) 176,483 188,080 221,135 229,436 238,254

１株当たり純資産額 (円) 928.85 1,023.16 1,071.68 1,188.00 1,241.90

１株当たり当期純利益金額 (円) 71.58 105.55 100.92 103.11 115.40

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 51.28 53.00 47.21 50.44 50.78

自己資本利益率 (％) 7.95 10.82 9.64 9.13 9.50

株価収益率 (倍) 13.29 10.85 15.23 16.06 11.94

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 6,278 15,709 19,523 △5,070 25,210

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △717 △10,767 △16,848 8,696 16,332

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,479 △1,517 △1,494 △1,490 △2,444

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 44,959 49,105 50,369 53,127 91,633

従業員数
(名)

4,012 4,024 4,055 4,225 4,283

（外、平均臨時雇用者数） (320) (357) (322) (374) (450)

（注）１　「売上高」には、消費税等は含まれておりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。
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（2）提出会社の経営指標等

回次 第106期 第107期 第108期 第109期 第110期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 (百万円) 153,220 156,409 165,256 194,407 186,670

経常利益 (百万円) 14,396 16,262 17,176 16,808 17,997

当期純利益 (百万円) 6,777 10,706 10,784 9,772 11,168

資本金 (百万円) 11,876 11,876 11,876 11,876 11,876

発行済株式総数 (株) 97,656,888 97,656,888 97,656,888 97,656,888 97,656,888

純資産額 (百万円) 86,094 95,436 104,862 114,674 123,147

総資産額 (百万円) 166,912 175,604 205,894 212,648 221,056

１株当たり純資産額 (円) 883.64 979.59 1,076.44 1,177.18 1,264.17

１株当たり配当額 (円) 15.0 15.0 15.0 7.5 37.5

(内１株当たり中間配当額) (円) (7.5) (7.5) (7.5) (7.5) (25.0)

１株当たり当期純利益金額 (円) 69.56 109.89 110.70 100.31 114.65

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 51.58 54.35 50.93 53.93 55.70

自己資本利益率 (％) 8.13 11.80 10.77 8.90 9.39

株価収益率 (倍) 13.68 10.42 13.89 16.51 12.02

配当性向 (％) 21.56 13.65 13.55 7.48 32.71

従業員数
(名)

3,149 3,149 3,162 3,159 3,133

（外、平均臨時雇用者数） (303) (333) (305) (357) (429)

（注）１　「売上高」には、消費税等は含まれておりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

 

EDINET提出書類

東芝プラントシステム株式会社(E00200)

有価証券報告書

 3/98



２【沿革】

昭和13年10月 三興電気株式会社として設立

 電燈動力に伴う建設工事の請負施工及び電気機械器具の製造開始

昭和15年３月 合資会社三興電気事務所を合併

昭和15年７月 当社株式の半数を東京芝浦電気株式会社(現株式会社東芝)が所有

昭和34年２月 東芝電設株式会社に商号変更

昭和41年７月 東芝工事株式会社を合併、東芝電気工事株式会社に商号変更

 土木建築に付帯する電気施設、電子機器、電気通信、計測設備及び各種産業機械装置の据付工事

の請負施工を開始

昭和42年４月 原子力発電所関係事業を開始

昭和45年３月 芝浦工事株式会社(当社連結子会社)を設立

昭和46年４月 配管、空調設備工事の請負施工を開始

昭和48年２月 株式会社芝工共同体(現株式会社エス・ケー・エス(当社連結子会社))に資本参加

昭和51年９月 建築工事の請負施工を開始

昭和52年９月 消防設備の請負施工を開始

昭和53年12月 東芝プラント建設株式会社に商号変更

昭和54年11月 東京証券取引所市場第二部銘柄として上場

昭和55年12月 鋼構造物工事の請負施工を開始

昭和58年５月 磯子技術センター(現磯子事業所)設置

昭和58年９月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定

昭和58年12月 芝協プラント建設株式会社(当社連結子会社)を設立

昭和59年８月 一級建築士事務所の登録

昭和61年２月 厚木技術開発センター設置

平成元年12月 TOSPLANT ENGINEERING(S)PTE LTD(当社連結子会社)を設立

平成５年２月 TOSPLANT ENGINEERING(THAILAND)CO., LTD.(当社連結子会社)を設立

平成６年８月 PT. TOSPLANT ENGINEERING INDONESIA(当社連結子会社)を設立

平成７年11月 TOSPLANT PHILIPPINES CORPORATION(当社連結子会社)を設立

平成８年10月 横須賀研修センター設置

平成９年７月 土木工事の請負施工を開始

平成10年12月 TOSHIBA PLANT KENSETSU(INDIA)PRIVATE LIMITED(現TPSC(INDIA)PRIVATE LIMITED(当社連結子会

社))を設立

平成11年12月 東芝電力放射線テクノサービス株式会社及び東芝電力検査サービス株式会社(両社とも当社持分

法適用関連会社)を設立

平成12年12月 TOSPLANT PHILIPPINES CORPORATION(当社連結子会社)を解散

平成13年２月 TPK ENGINEERING & CONSTRUCTION(MALAYSIA)SDN.BHD.(現TPSC ENGINEERING(MALAYSIA)SDN.BHD.

(当社連結子会社))を設立

平成15年３月 TOSPLANT ENGINEERING(S)PTE LTD(当社連結子会社)を解散

平成16年１月 東芝エンジニアリング株式会社を吸収合併、東芝プラントシステム株式会社に商号変更(関西東

芝エンジニアリング株式会社、東芝エンジニアリングサービス株式会社、イーエス東芝エンジニ

アリング株式会社の３社が当社連結子会社となる)

平成16年１月 芝協プラント建設株式会社が芝浦テクノス株式会社(旧芝浦工事株式会社)を吸収合併、芝浦プラ

ント株式会社(当社連結子会社)に商号変更

平成16年８月 東芝放射線テクノサービス株式会社は、増資による当社持株比率の低下により持分法適用関連会

社から除外

平成17年３月 横須賀研修センターを廃止し、同センターの機能を厚木技術開発センターに移管

平成22年６月 TPSC（THAILAND）CO.,LTD.（当社連結子会社）を設立

平成22年10月

平成26年５月

TPSC US CORPORATION（当社連結子会社）を設立

TPSC（VIETNAM）CO.,LTD.（当社連結子会社）を設立

平成27年６月

 

TPSC PHILIPPINES CORPORATION（当社連結子会社）を設立
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３【事業の内容】

当社グループ(当社及び当社の関係会社）は、当社、親会社、連結子会社13社及び持分法適用関連会社１社により

構成されており、「発電システム部門」、「社会・産業システム部門」の２つのセグメントに関係する事業として、

火力、水力、原子力発電設備、受変電設備、公共設備や一般産業向けの各種設備、ビル施設などのエンジニアリン

グ・調達・施工・試運転・調整・サービスを一貫して提供しております。

また、当社は、建設業法により、特定建設業者として、平成24年７月23日国土交通大臣許可(特－24)第3515号の更

新許可、並びに一般建設業者として、平成24年７月23日国土交通大臣許可(般－24)第3515号の更新許可を受けており

ます。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置づけは次のとおりであります。

　なお、次の２部門は「第５　経理の状況（セグメント情報等）」に掲げるセグメントの区分と同一であります。

発電システム部門　　　　　　当社が火力、水力発電設備及び原子力発電設備の計画、設計、監督施工、試運転、

保守等をするほか、連結子会社である芝浦プラント株式会社、

PT.TOSPLANT ENGINEERING INDONESIA、TPSC(INDIA)PRIVATE LIMITED、

TPSC ENGINEERING(MALAYSIA)SDN.BHD.、TPSC(THAILAND)CO.,LTD.、

TPSC US CORPORATION、TPSC(VIETNAM)CO.,LTD.が一部工事の施工、エンジニアリン

グ等を行っております。また、連結子会社であるイーエス東芝エンジニアリング株

式会社が設計、現地試験・調整等の一部を行うとともに、持分法適用関連会社であ

る東芝電力検査サービス株式会社が原子力関連施設工事に係わる一部検査等を行っ

ております。その他現場で使用する各種工事用資産及び建設用機器等を連結子会社

である芝浦プラント株式会社から一部借用しております。

社会・産業システム部門　　　当社が受変電設備、公共設備や一般産業向けの各種設備、ビル設備、情報系事業の

計画、設計、監督施工、試運転、保守等をするほか、連結子会社である芝浦プラン

ト株式会社、TOSPLANT ENGINEERING(THAILAND)CO.,LTD.、TPSC PHILIPPINES

CORPORATIONが一部工事の施工等を行っております。また、連結子会社である関西

東芝エンジニアリング株式会社が現地試験・調整等の一部を行うとともに、連結子

会社であるイーエス東芝エンジニアリング株式会社が情報系事業における設計、製

作等の一部を行っております。その他現場で使用する各種工事用資産及び建設用機

器等を連結子会社である芝浦プラント株式会社から一部借用しております。

なお、親会社である株式会社東芝は、当社の株式58,242千株を所有しており、出資比率61.3％(間接所有分1.6％

を含む。)を占めております。

当社は、株式会社東芝より、電気工事、機械器具設置工事、管工事、鋼構造物工事、電気通信工事、建築工事及

び消防施設工事のエンジニアリング、施工、試運転・現地調整等を請け負うとともに、電気機械器具等の資材を同

社より購入するなどの取引を行っております。
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　事業の系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容

議決権の
所有・被所有割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(親会社)       

株式会社東芝 東京都港区 439,901
発電システム部門

社会・産業システム部門
－

61.46

(1.64)

当社は工事の設計及び施工、
現地試験・調整、保守・点検
等を請け負うとともに、同社
より工事に関連する一部資材
の購入等をしております。

(連結子会社)       

芝浦プラント株式会社 横浜市磯子区 80
発電システム部門

社会・産業システム部門
100.00 －

各種工事の計画・設計・監督
施工・保守、工事用機材の
リース・調達・管理等をして
おり、当社の従業員が役員の
兼務等をしております。

関西東芝エンジニアリング

株式会社
大阪市中央区 100 社会・産業システム部門 100.00 －

電気設備の設計・施工・試
験・試運転調整・保守等をし
ており、当社の従業員が役員
の兼務等をしております。

東芝エンジニアリング

サービス株式会社
横浜市鶴見区 10

その他（労働者派遣事

業、当社への技術役務支

援業務）

100.00 －

労働者派遣事業、当社への技
術役務支援業務等をしてお
り、当社の従業員が役員の兼
務等をしております。

イーエス東芝エンジニア

リング株式会社
横浜市磯子区 100

発電システム部門

社会・産業システム部門
100.00 －

発電設備等の計画・設計・試
験・試運転調整・保守、情報
系ソフトウェアの開発・製作
等をしており、当社の従業員
が役員の兼務等をしておりま
す。

株式会社エス・ケー・エス 横浜市鶴見区 10

その他(当社総務・福利厚

生関係業務の受託、労働

者派遣事業)

100.00 －

当社総務・福利厚生関係業務
の受託、労働者派遣事業等を
しており、当社の従業員が役
員の兼務等をしております。

PT. TOSPLANT

ENGINEERING INDONESIA

インドネシア

国

千米ドル

350
発電システム部門 88.57 －

施工・メンテナンス・調達等
をしており、当社の従業員が
役員の兼務等をしておりま
す。また、当社が資金の貸付
をしております。

TPSC(INDIA)PRIVATE

LIMITED
インド国

千ルピー

499,000
発電システム部門

100.00

(0.00)
－

エンジニアリング・施工・メ
ンテナンス・調達等をしてお
り、当社の従業員が役員の兼
務等をしております。また、
当社が債務保証及び資金の貸
付をしております。

TPSC ENGINEERING

(MALAYSIA)SDN.BHD.
マレーシア国

千リン

ギット

12,000

発電システム部門

社会・産業システム部門
100.00 －

エンジニアリング・施工・メ
ンテナンス・調達等をしてお
り、当社の従業員が役員の兼
務等をしております。また、
当社が債務保証及び資金の貸
付をしております。

TOSPLANT ENGINEERING

(THAILAND)CO.,LTD.

(注)４

タイ国

千タイ

バーツ

10,000

社会・産業システム部門
49.00

(8.00)
－

製造工場及び発電設備のエン
ジニアリング・施工等をして
おり、当社の従業員が役員の
兼務等をしております。

TPSC(THAILAND)CO.,LTD.

(注)５
タイ国

千タイ

バーツ

982,000

発電システム部門
100.00

(0.00)
－

施工・メンテナンス・調達等
をしており、当社の従業員が
役員の兼務等をしておりま
す。また、当社が債務保証を
しております。

TPSC US CORPORATION 米国
千米ドル

3,500
発電システム部門 100.00 －

発電設備のエンジニアリング
等をしており、当社の従業員
が役員の兼務等をしておりま
す。

TPSC(VIETNAM)CO.,LTD. ベトナム国
千米ドル

900
発電システム部門 100.00 －

施工・メンテナンス・調達等
をしており、当社の従業員が
役員の兼務等をしておりま
す。また、当社が債務保証を
しております。

TPSC PHILIPPINES

CORPORATION

(注)４

フィリピン国

千フィリ

ピンペソ

10,000

社会・産業システム部門 40.00 －

エンジニアリング・施工・メ
ンテナンス・調達等をしてお
り、当社の従業員が役員の兼
務等をしております。また、
当社が資金の貸付をしており
ます。
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名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容

議決権の
所有・被所有割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(持分法適用関連会社)       

東芝電力検査サービス

株式会社

(注)６

横浜市磯子区 25 発電システム部門 18.00 －

当社の原子力関連施設工事に
係わる検査業務等をしてお
り、当社の従業員が役員の兼
務等をしております。

（注）１　「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。
２　「議決権の所有・被所有割合」欄の( )内の数値は、間接所有又は間接被所有の割合で内数であります。

３　上記子会社及び持分法適用関連会社は有価証券報告書又は有価証券届出書を提出しておりません。
４　当社の議決権の所有割合は50％以下でありますが、実質的に支配しているため、連結子会社としております。
５　特定子会社に該当しております。
６　当社の議決権の所有割合は20％未満でありますが、実質的な影響力を持っているため、持分法適用関連会社としております。
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５【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

平成28年３月31日現在
 

セグメントの名称  従業員数（名）

発電システム部門 2,516 (342）

社会・産業システム部門 1,520 ( 80)

報告セグメント計 4,036 (422)

全グループ共通管理部門 247 ( 28)

合計 4,283 (450)

（注）１　「従業員数」は、就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員等を含む。）

は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　　　２　「全グループ共通管理部門」として記載されている「従業員数」は、管理部門に所属している人員でありま

す。

 

（２）提出会社の状況

平成28年３月31日現在
 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

3,133(429) 44.8 21.3 8,406,153
 

平成28年３月31日現在
 

　セグメントの名称 従業員数（名）

発電システム部門 1,645 (325）

社会・産業システム部門 1,292 ( 79）

報告セグメント計 2,937 (404）

全社共通管理部門 196 ( 25）

合計 3,133 (429）

（注）１　「従業員数」は、就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員等を含む。）

　　　　　は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２　「平均年間給与」は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　「全社共通管理部門」として記載されている「従業員数」は、管理部門に所属している人員であります。

（３）労働組合の状況

当社グループの労働組合の状況でありますが、当社の労働組合である東芝プラントシステム労働組合は、昭和42

年９月に結成され、平成28年３月31日現在の組合員数は2,128名であり、東芝労働組合並びに東芝関連企業労働組

合で結成されている東芝グループ労働組合連合会に加盟しております。

また、当社の連結子会社である芝浦プラント株式会社の労働組合である芝浦プラント労働組合は、平成10年８月

に結成され、平成28年３月31日現在の組合員数は96名であります。

いずれも会社との関係は正常であり、組合結成以来円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新興国経済の減速や年明けからの円高の進行などが懸念されるものの、

設備投資の増加、雇用・所得環境の改善など、景気は緩やかな回復基調にありました。

　このような状況のもと、当社グループは、「利益ある持続的成長を続けるエクセレントカンパニーの実現」に向

け、2015年度中期経営計画において「①高収益と成長を着実に実現するビジネスモデルの構築」、「②ＢＣＭ

（※）経営によるイノベーションの追求」、「③ＣＳＲ経営の推進」を基本戦略として諸施策を積極的に推進しま

した。

　2015年度中期経営計画の基本戦略である「高収益と成長を着実に実現するビジネスモデルの構築」に向けた取り

組みとして、国内外の火力発電所や製造業向け工場新設等のＥＰＣ（Engineering, Procurement and

Construction）事業、工場設備、ビル施設、太陽光やバイオマス発電設備などのエネルギー効率化や有効活用を図

る事業に引き続き取り組みました。海外事業においては、市場拡大に向けて、６月にティーピーエスシー・フィリ

ピン社を設立しました。更に、コスト競争力の強化に向けて、統合調達やグローバル調達の拡大、工法改善による

変動費の低減に加え、固定費の圧縮に継続的に取り組みました。

　「ＢＣＭ経営によるイノベーションの追求」では、ＭＩ（Management Innovation）活動を積極的に推進するとと

もに、ＳＧＡ（Small Group Activities）を通じて身近な改善を継続して行うなど、当社グループ全体の活動とし

て展開しました。

　「ＣＳＲ経営の推進」では、「すべての事業活動において生命、安全、コンプライアンスを最優先し社会から信

頼される東芝プラントシステムグループ」を実現することを目指し、法令、社会規範、倫理等についてのコンプラ

イアンスやリスクマネジメントに積極的に取り組むとともに、環境負荷低減活動や品質マネジメントシステムの改

善を継続し、経営品質の維持向上に努めました。また、社会貢献活動では、海外の小学校等の建設支援や日本の文

化財保護関連事業支援、各事業所やサイトでの地域ボランティア活動、更には、従業員個人の社会貢献活動などを

支援しました。

　この結果、受注高は206,832百万円（前連結会計年度比17.4%減）、この内海外関係は11,677百万円（全体比

5.6%）となりました。売上高は219,353百万円（前連結会計年度比0.3%増）、この内海外関係は56,915百万円（全体

比25.9%）となりました。

　また、利益面につきましては、経常利益は18,720百万円（前連結会計年度比5.8%増）、親会社株主に帰属する当

期純利益は11,242百万円（前連結会計年度比11.9%増）となりました。

 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

発電システム部門は、受注高は、海外の火力発電設備等において、前期に大型案件が集中した影響等により減

少しました。売上高は、国内外の発電設備等を中心に増加しました。

社会・産業システム部門は、受注高は、太陽光発電設備及び国内の一般産業向け等が増加しました。売上高

は、太陽光発電設備及び国内の一般産業向け等が減少しました。

 

セグメント別の受注高及び売上高等

セグメントの名称
受注高

（百万円）

前連結会計

年度比増減

売上高

（百万円）

前連結会計

年度比増減

経常利益

（百万円）

前連結会計

年度比増減

 発電システム部門 101,476 34.1%減 129,528 13.1%増 9,706 11.0%増

 社会・産業システム部門 105,356 9.2%増 89,825 13.7%減 9,013 0.8%増

 合　　　計 206,832 17.4%減 219,353 0.3%増 18,720 5.8%増

 

※ＢＣＭ（Balanced CTQ Management）とは、企業の経営ビジョンを実現するための、財務やその他経営状況、経

営品質を含めバランスのとれた経営を行うための方法論です。

 

（注）消費税等の会計処理は、税抜方式によっており、以下の諸表の記載金額には消費税等は含まれておりません。
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 （２）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、

「資金」という）は91,633百万円となり、前連結会計年度末より38,506百万円（72.5%）増加いたしました。な

お、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　営業活動では25,210百万円の増加（前連結会計年度比30,280百万円増）となりました。これは主に、未成工事支

出金等の増加による5,644百万円、仕入債務の減少による2,436百万円の資金の減少があったものの、税金等調整前

当期純利益18,558百万円、売上債権の減少による16,951百万円、未成工事受入金の増加による2,827百万円の資金

の増加によるものであります。

　投資活動では、16,332百万円の増加（前連結会計年度比7,636百万円増）となりました。これは主に、有形固定

資産の取得による891百万円の資金の減少があったものの、グループ預け金の預入・払戻による17,375百万円の資

金の増加によるものであります。

　財務活動では、2,444百万円の減少（前連結会計年度比953百万円減）となりました。これは主に、株主配当金の

支払による2,435百万円の資金の減少によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

 当連結会計年度における受注高及び売上高をセグメントごとに示すと次のとおりであります。　　　　　　　　　

なお、セグメントの内容につきましては、「第５　経理の状況（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

セグメントの名称

受注高(百万円) 売上高(百万円)

前連結会計年度
自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

当連結会計年度
自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

前連結会計年度
自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

当連結会計年度
自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

発電システム部門 154,083 101,476 114,539 129,528

社会・産業システム部門 96,445 105,356 104,112 89,825

計 250,528 206,832 218,652 219,353

（注）当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため、生産の状況は記載しておりません。

 

当社グループでは、提出会社に係る受注及び売上の状況が当社グループの受注及び売上の大半を占めており、提出会

社単独の事業の状況を参考に示すと次のとおりであります。

提出会社における事業の状況

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

期別 セグメントの名称
前期繰越
工事高
(百万円)

当期受注
工事高
(百万円)

合計
(百万円)

当期完成
工事高
(百万円)

次期繰越工事高

当期施工高
(百万円)手持工事高

(百万円)

うち、
施工高
(％)

うち、
施工高
(百万円)

第109期

自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日

発電システム　

部門
129,607 103,442 233,049 96,420 139,340 11.5 16,030 102,394

社会・産業　　

システム部門
58,606 91,097 149,704 97,986 51,729 9.6 4,941 97,591

計 188,214 194,539 382,753 194,407 191,070 11.0 20,971 199,986

第110期

自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日

発電システム　

部門
139,340 96,588 235,929 101,514 134,267 14.0 18,792 104,276

社会・産業　　

システム部門
51,729 101,926 153,656 85,156 68,627 14.0 9,621 89,836

計 191,070 198,515 389,585 186,670 202,895 14.0 28,413 194,112

（注）１ 前期以前に受注した工事で契約の更新により請負金額に変更のあるものについては、その増減額を当期受注工

事高に含めております。

２「次期繰越工事高」の「施工高」は工事の進捗部分であり、未成工事支出金により推定したものであります。

３「当期施工高」は(「当期完成工事高」＋「次期繰越施工高」－「前期繰越施工高」)に一致しております。

４ 海外工事受注工事高 第109期 28,601百万円 受注工事高総額に対して 14.7％

 第110期 6,681百万円 受注工事高総額に対して 3.4％

５ 海外工事完成工事高 第109期 25,457百万円 完成工事高総額に対して 13.1％

 第110期 27,395百万円 完成工事高総額に対して 14.7％

６ 前期より繰越した外貨建契約による海外工事の「当期完成工事高」について、売上計上時の為替相場により

  換算した結果生じた換算差額は当期の「次期繰越工事高」の修正とし、「手持工事高」の金額は換算差額

  修正後の金額としております。なお、換算差額は次のとおりであります。

　　　 第109期計  2,724百万円

　　　 第110期計    -19百万円
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②　受注工事の受注方法別比率

 受注方法　特命　競争別

期別 セグメントの名称 特命(％) 競争(％) 計(％)

第109期

自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日

発電システム部門 67.1 32.9 100

社会・産業システム部門 40.9 59.1 100

計 54.9 45.1 100

第110期

自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日

発電システム部門 91.1 8.9 100

社会・産業システム部門 36.1 63.9 100

計 62.8 37.2 100
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③　完成工事高

期別 セグメントの名称
株式会社東芝
(百万円)

官公庁
(百万円)

一般民間会社
(百万円)

合計
(百万円)

割合

株式会社東芝
の占める割合
(％)

海外工事の
占める割合
(％)

第109期

自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日

発電システム部門 62,994 173 33,252 96,420 65.3 23.8

社会・産業システム

部門
38,532 6,582 52,871 97,986 39.3 2.6

計 101,527 6,755 86,123 194,407 52.2 13.1

第110期

自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日

発電システム部門 70,447 0 31,067 101,514 69.4 24.2

社会・産業システム

部門
37,818 9,278 38,059 85,156 44.4 3.4

計 108,265 9,278 69,126 186,670 58.0 14.7

（注）１　海外工事の主な地域及び割合は、次のとおりであります。

地域別
第109期

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

第110期
自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

東南アジア 78.0％ 67.1％

その他アジア 17.1％ 23.7％

その他の地域 4.9％ 9.2％

計 100％ 100％

（注）１　国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

　　　２　各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。

　　　(１）東南アジア　：タイ、フィリピン、ベトナム、マレーシア、インドネシア等

　　　(２）その他アジア：台湾、インド、中国、アラブ首長国連邦、韓国、サウジアラビア等

　　　(３）その他の地域：タンザニア、アメリカ、イタリア、メキシコ等

２　第109期の完成工事のうち５億円以上の主なものは、次のとおりであります。

受注先 件名

 株式会社東芝 東北電力株式会社八戸5号機コンバインドサイクル化工事

 株式会社東芝 東京電力株式会社葛野川PS 4号可変速機器据付工事

 三井物産プラントシステム株式

会社
株式会社Mizkan J plus Holdings向け 美濃加茂新工場生産設備工事

 塩野義製薬株式会社 塩野義製薬株式会社金ヶ崎工場特高受配電設備更新工事

 中日本高速道路株式会社 舞鶴若狭自動車道 小浜IC～三方IC間受配電自家発電設備工事

３　第110期の完成工事のうち５億円以上の主なものは、次のとおりであります。

受注先 件名

株式会社東芝 東京電力株式会社 福島第一原子力発電所 高性能多核種除去設備

住友商事株式会社 タイ アマタ ナコン４ コンバインドサイクル発電所

JFEスチール株式会社 東日本製鉄所（千葉地区）西発電所４号機新設工事

川崎重工業株式会社 日本テクノ上越グリーンパワー建設工事

三井製糖株式会社 商品開発部神戸プラント建設工事

たはらソーラー合同会社 たはらソーラー第一発電所、第二発電所 メガソーラー用設備設置工事

（注）　東京電力株式会社は平成28年４月１日をもって、社名が東京電力ホールディングス株式会社に変更と

なっております。
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④　手持工事高

セグメントの名称
株式会社東芝
(百万円)

官公庁
(百万円)

一般民間会社
(百万円)

合計
(百万円)

発電システム部門 86,394 - 47,873 134,267

社会・産業システム部門 16,002 8,178 44,447 68,627

計 102,396 8,178 92,320 202,895

（注）手持工事のうち５億円以上の主なものは、次のとおりであります。

第110期期末

受注先 件名 完成予定年月

株式会社東芝  中部電力株式会社 浜岡原子力発電所向け フィルタベント設備工事 平成28年9月

株式会社東芝  中部電力株式会社 西名古屋火力発電所 ７号系列発電設備据付工事 平成30年3月

住友商事株式会社  タンザニア キネレジ発電所 240MWコンバインドサイクル発電所 平成29年12月

三菱商事株式会社  フィリピン MCC Balingasag 3×55MW 石炭火力発電所 平成29年5月

首都高速道路株式会

社
 高速横浜環状北線照明その他電気設備工事 平成29年3月

甲南ユーテイリテイ

株式会社
 甲南ユーテイリテイ株式会社向けバイオマス発電設備建設工事 平成30年12月

 

３【対処すべき課題】

　今後の見通しにつきましては、雇用・所得環境の改善が続く中で、景気は緩やかな回復基調で推移することが期

待されますが、新興国経済の減速や為替の変動リスクなどの懸念材料もあり、先行きは不透明感を増す状況にあり

ます。

　このような状況のもと、当社グループは、2016年度中期経営計画において掲げた「利益ある持続的成長を続ける

エクセレントカンパニーの実現」を着実に推進すべく、事業領域及び新規市場の拡大、グローバル事業体制の強化

等に積極的に取り組んでまいります。具体的には、これまで培ってきた強靭な収益構造をベースとして、電力自由

化などの市場環境の変化にフレキシブルに対応し、再生可能エネルギー発電など燃料多様化に適応する発電システ

ムなどに引き続き注力してまいります。また、海外においては、東南アジアやアフリカ等の新興国において、今後

も需要が見込まれる発電設備や工場設備案件の受注拡大に向け、当社の総合力と技術力を活かしたＥＰＣ

（Engineering, Procurement and Construction）事業体制や海外現地法人の強化、グローバル人材の育成に努めて

まいります。更に、競争力強化に向け統合調達やグローバル調達を強力に推進するとともに、工法改善や業務効率

化等を一層推進し、業績の維持向上を図ってまいります。

　当社グループは、今後も法令遵守、人権尊重はもとより、社会貢献、環境保全など様々な分野への活動を通じ、

健全で質の高い経営の実現に取り組んでまいります。また、社会インフラシステムを担う企業として、震災復興へ

の取り組みを継続し、更にお客様に信頼される企業として「安心と安全」を提供し、社会の発展に貢献してまいり

ます。
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４【事業等のリスク】
当社が認識している当社グループの業績等に影響を与える可能性のある主なリスクは以下のとおりであります。

　当社は、投資家に対する積極的な情報開示の観点からリスクを広範囲に捉えて開示しております。また、このよう

なリスクを認識した上で、必要なリスク管理体制を整え、リスク発生の回避及びリスク発生時の影響の極小化に最大

限努めております。

なお、以下に記載する事項は、有価証券報告書提出日(平成28年６月23日)現在入手し得る情報に基づき当社グ

ループが判断したものでありますが、積極的な情報開示の観点からリスクを広範囲に捉えて開示しておりますの

で、必ずしも投資判断に影響を与えるとは限らない事項も含まれております。

①発電システム部門の事業環境

発電システム部門での海外事業においては、アジア地域をはじめグローバルに事業展開をしておりますが、これら

の地域の政治・経済・社会情勢の変化やテロ等が発生した場合は、当社グループの業績に影響を与える可能性があり

ます。また、当部門では大型プラント物件を受注しており、物件の工程遅延、計画変更等が当社グループの業績及び

財政状態に重大な影響を与える可能性があります。

②社会・産業システム部門の事業環境

　社会・産業システム部門は、政府、地方公共団体等の公共投資、民間設備投資が売上の大半を占めており、当部

門はこれらの投資動向を見据えて事業を遂行しておりますが、公共投資の減少、民間設備投資の低迷等が生じた場

合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。また、物件の工程遅延、計画変更等が当社グルー

プの業績及び財政状態に重大な影響を与える可能性があります。

③親会社との関係

　当社は、平成28年３月末時点において当社議決権の61.46％(間接所有分1.64％を含む)を保有している株式会社東

芝を親会社として東芝グループに属しており、当社グループの売上の多くは株式会社東芝及び東芝グループに関連し

ているため、株式会社東芝及び東芝グループの事業環境の動向が当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を与

える可能性があります。

④世界情勢

　当社グループは、国内外で事業を展開しておりますが、各地域の政治・経済・社会情勢の変化や各種規制の動向が

各地域の需要や当社グループの事業に影響を与え、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

特に、当社グループは、アジア地域を中心に海外事業を展開しているため、これらの地域において、大規模災害、

テロ、政変、伝染病の流行等が発生した場合は、当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を与える可能性があ

ります。

⑤大規模災害等

当社グループは、本社機能を有する拠点を京浜地区に有し、営業拠点の多くを地方都市に有しております。このた

め、これらの地域において、地震、台風、洪水等の大規模災害が発生した場合には、工事中断、輸送ルート寸断、情

報通信インフラの損壊等により甚大な被害が生じ、当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を与える可能性が

あります。

⑥為替相場の変動

当社グループは、アジア地域をはじめグローバルに事業を展開しており、様々な通貨を通じて事業活動を行ってい

るため、為替相場の変動の影響を受けます。当社グループは、為替予約取引を行いリスクの回避に努めております

が、為替相場の変動によって、当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を与える可能性があります。

⑦コンプライアンス、内部統制

当社グループは、国内外で事業を展開する上で、各国の法令、規則の適用を受けております。当社グループは、コ

ンプライアンス(法令遵守)のために適切な内部統制システムを構築し、運用しておりますが、内部統制システムは本

質的に内在する固有の限界があるため、その目的の達成を完全に保証するものではありません。このため、将来にわ

たって法令違反等が発生する可能性が皆無ではありません。また、法規制や当局の法令解釈が変更になることにより

法規制等の遵守が困難になり、又は遵守のための費用が増加する可能性があります。
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⑧争訟等

当社グループは、国内外で事業を展開しており、訴訟その他の法的手続に関するリスクを有しておりますが、訴訟

及び規制当局による措置等により、当社グループに対して通常の想定を超えた金額の支払命令又は事業の遂行に対す

る制限が加えられる可能性があり、このような重大な法的責任又は規制当局による措置が生じた場合は、当社グルー

プの業績及び財政状態に重大な影響を与える可能性があります。

⑨品質

　当社グループは、建設業を主たる事業としており、工事の施工及びこれに伴う製品の調達、製造・販売等にあたっ

ては、品質管理の徹底等に努めておりますが、重大な品質問題等が発生した場合は、当社グループの業績及び財政状

態に重大な影響を与える可能性があります。

⑩情報セキュリティ

　当社グループは、事業遂行に関連して、多数の個人情報を有しております。また、当社グループの技術、営業、そ

の他事業に関する営業秘密を多数有しております。当社グループは、情報管理に万全を期しておりますが、予期せぬ

事態により情報が流出し、第三者がこれを不正に取得、使用するような事態が生じた場合、当社グループの業績及び

財政状態に重大な影響を与える可能性があります。また、当社グループの事業活動において情報システムの役割は極

めて重要であります。当社グループは、情報システムの安定的運用に努めておりますが、コンピュータウィルス、災

害、テロ、ソフトウェア又はハードウェアの障害等により情報システムが機能しなくなる可能性が皆無ではなく、そ

の結果、当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を与える可能性があります。

⑪退職給付債務

退職給付債務は、年金数理計算上合理的と認められる前提に基づいて計算されておりますが、この前提が経済的変

動及びその他の要因によって変動した場合、あるいは年金資産の運用実績が低下した場合は、当社グループの業績及

び財政状態に重大な影響を与える可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

　当連結会計年度において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

 

６【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、発電システムと社会・産業システムの各セグメントにて、今後の事業の中心とな

る技術等の研究開発活動を推進しております。

当連結会計年度におけるセグメント別の主要研究テーマ及び研究開発費は次のとおりであります。

なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は951百万円であります。

 

（１）発電システム部門

発電システム部門では、「工法改善技術」、「自動溶接機」等の開発に注力しました。

発電システム部門に係る研究開発費は719百万円であります。

 

（２）社会・産業システム部門

社会・産業システム部門では、「太陽光発電装置施工法」、「工法改善技術」等の開発に注力しました。

社会・産業システム部門に係る研究開発費は232百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

１. 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

います。この連結財務諸表の作成に当たりまして、決算日における資産・負債の報告数値、報告期間における収

入・費用の報告数値に影響を与える見積りは、主に貸倒引当金、退職給付引当金及び法人税等であり、継続して評

価を行っております。

なお、見積り及び判断・評価については、過去実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に基づき行ってお

りますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は異なる場合があります。

 

２. 財政状態の分析

① 資産、負債及び純資産

     (資産）

　当連結会計年度末の資産は、前連結会計年度末から8,817百万円増加し238,254百万円となりました。

　流動資産は、現金預金及び株式会社東芝へのグループ預け金の合計額の増加21,236百万円、受取手形・完成工事

未収入金等の減少18,635百万円、未成工事支出金等の増加5,552百万円等により、前連結会計年度末から8,727百万

円増加し、219,141百万円となりました。

　固定資産は、投資有価証券の減少468百万円、繰延税金資産の増加659百万円等により、前連結会計年度末から90

百万円増加し19,112百万円となりました。

(負債)

　当連結会計年度末の負債は、前連結会計年度末より3,595百万円増加し116,972百万円となりました。

　流動負債は、支払手形・工事未払金等の減少3,146百万円、未成工事受入金の増加2,324百万円、完成工事補償引

当金の増加548百万円等により、前連結会計年度末から489百万円増加し81,455百万円となりました。

　固定負債は、退職給付に係る負債の増加3,125百万円等により、前連結会計年度末から3,105百万円増加し35,517

百万円となりました。

(純資産)

　当連結会計年度末の純資産は、利益剰余金の増加8,806百万円等により、前連結会計年度末から5,222百万円増加

し121,281百万円となりました。

 

② キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度に比べ38,506百万円増加し91,633百万円となりました。営業

活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ30,280百万円増加し25,210百万円となりました。これは

主に、主要な運転資金項目である売上債権、未成工事支出金等、仕入債務及び未成工事受入金の増減で11,698百万

円増加したことによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ7,636百万円増加し16,332百万円となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ953百万円減少し△2,444百万円となりました。

 

３. 経営成績の分析

① 売上高

売上高は前連結会計年度に比べ0.3%増収の219,353百万円となりました。

部門別売上高については、発電システム部門は、国内外の発電設備等の案件が伸長したことなどにより前連

結会計年度に比べ13.1％増収の129,528百万円、社会・産業システム部門は、太陽光発電設備及び国内の一般産

業関係の案件が減少したことなどにより前連結会計年度に比べ13.7％減収の89,825百万円となりました。

② 売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価は、前連結会計年度に比べ0.6％減少の188,377百万円となりました。これは主に、効率性の向上や

コスト削減施策等によるものであります。

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ162百万円増加の12,328百万円となりました。

③ 営業外収益、営業外費用

営業外収益は、前連結会計年度に比べ389百万円減少し450百万円となりました。これは主に、為替差益の減

少によるものであります。

営業外費用は、前連結会計年度に比べ284百万円増加し378百万円となりました。これは主に、為替差損の発

生によるものであります。

④ 税金費用

税金費用は、前連結会計年度に比べ427百万円減少の7,310百万円となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

設備投資については、当連結会計年度に891百万円を投下しました。主なものは生産設備及び情報処理設備であり

ます。

　当連結会計年度において実施した重要な設備投資は次のとおりであります。

会社名 所在地 セグメントの名称 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

総　額 既支払額 着　手 完　了

当社 福島県双葉郡広野町 発電システム部門 その他設備 555百万円 279百万円 自己資金 平成27年9月 平成28年6月

（注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除去、売却等はありません。
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２【主要な設備の状況】

（１）提出会社

                               平成28年３月31日現在
 

事業所名
(所在地)

セグメントの名称
設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物・
構築物

機械装置
・運搬具

土地
(面積
千㎡)

工具器具
・備品

リース
資産

合計

鶴見事業所

(横浜市鶴見区)

全社共通管理部門、

発電システム部門
その他設備 58 5

－

(－)
104 4 173 649

川崎事業所

(川崎市幸区)

全社共通管理部門、

社会・産業システム

部門

その他設備 53 0
－

(－)
183 － 237 579

磯子事業所

(横浜市磯子区)
発電システム部門 その他設備 6 0

－

(－)
86 － 92 536

府中事務所

(東京都府中市)

社会・産業システム

部門、発電システム

部門

生産設備・

その他設備
17 －

－

(－)
78 － 96 533

京浜事務所

(横浜市鶴見区)

社会・産業システム

部門、発電システム

部門

その他設備 17 0
－

(－)
22 － 40 276

厚木工場・厚木技

術開発センター・

厚木機材センター

(神奈川県厚木市)

全社共通

研究開発・

生産設備・

その他設備

314 360
2,109

(33)
22 － 2,808 47

千葉サービス

センター

(千葉県市原市)

社会・産業システム

部門
生産設備 21 20

113

（5）
2 － 158 －

関西支社

(大阪市北区)

他７支社店

社会・産業システム

部門、発電システム

部門

その他設備 2 －
－

(－)
21 10 34 220

その他 全社共通
生産設備・

その他設備
457 215

838

（118）
57 19 1,587 293

合計   950 602
3,061

（157）
579 34 5,228 3,133

（注）１　その他の建物・構築物及び土地の主なものは、次のとおりであります。

所在地 セグメントの名称
帳簿価額(百万円)

用途
建物・構築物 土地

新潟県柏崎市 発電システム部門 49 540 宿舎及び倉庫他

青森県上北郡横浜町 発電システム部門 178 93 宿舎
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２　主要な賃借設備は、次のとおりであります。

事業所名

(所在地)
セグメントの名称 設備の内容 年間賃借料(百万円)

鶴見事業所

(横浜市鶴見区)

全社共通管理部門、発電システム

部門
その他設備 179

川崎事業所

(川崎市幸区)

全社共通管理部門、社会・産業シ

ステム部門
その他設備 232

磯子事業所

(横浜市磯子区)
発電システム部門 その他設備 50

 

（２）国内子会社

平成28年３月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物・
構築物

機械装置

・運搬具

土地
(面積
千㎡)

工具器具
・備品

リース
資産

合計

芝浦プラント

株式会社

本社

(横浜市

磯子区)

発電システム部

門、社会・産業

システム部門

その他

設備
－ －

－

(－)
0 － 0 106

芝浦プラント

株式会社

厚木

事業所

(神奈川県

厚木市)

発電システム部

門、社会・産業

システム部門

その他

設備
4 30

－

(－)
2 － 37 17

芝浦プラント

株式会社
その他

発電システム部

門、社会・産業

システム部門

その他

設備
395 －

1

（0）
61 － 458 39

関西東芝エン

ジニアリング

株式会社

堺事業所

(大阪府

堺市)

社会・産業シス

テム部門

その他

設備
44 0

89

（0）
2 4 141 55

関西東芝エン

ジニアリング

株式会社

大阪

事業所

(大阪市

中央区)

社会・産業シス

テム部門

その他

設備
2 －

－

(－)
3 － 6 80

東芝エンジニ

アリングサー

ビス株式会社

本社

(横浜市

鶴見区)

その他
その他

設備
0 －

－

　(－)
0 － 0 136

イーエス東芝

エンジニアリ

ング株式会社

本社

(横浜市

磯子区)

発電システム、

社会・産業シス

テム部門

その他

設備
0 －

－

(－)
0 － 0 159

株式会社エ

ス・ケー・エ

ス

本社

(横浜市

鶴見区)

その他
その他

設備
0 －

－

(－)
0 － 0 46
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（３）在外子会社

平成28年３月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物・
構築物

機械装置
・運搬具

土地
(面積
千㎡)

工具器具
・備品

合計

PT.TOSPLANT
ENGINEERING
INDONESIA

本社
(インドネ
シア国)

発電システム
部門

その他
設備

0 －
－
(－)

0 0 5

TPSC
(INDIA)
PRIVATE
LIMITED

本社
(インド国)

発電システム
部門

その他
設備

146 13
－
(－)

294 453 278

TPSC
ENGINEERING
(MALAYSIA)
SDN.BHD.

本社
(マレーシ
ア国)

発電システム
部門

その他
設備

6 1
－
(－)

18 26 42

TOSPLANT
ENGINEERING
(THAILAND)
CO.,LTD.

本社
(タイ国)

社会・産業
システム部門

その他
設備

－ 14
－
(－)

6 21 48

TPSC
(THAILAND)
CO.,LTD.

本社
(タイ国)

発電システム
部門

その他
設備

－ －
－
(－)

35 35 116

TPSC
US
CORPORATION

本社
(米国)

発電システム
部門

その他
設備

－ －
－
(－)

0 0 5

TPSC
(VIETNAM)
CO.,LTD

本社
(ベトナム
国)

発電システム
部門

その他
設備

－ －
－
(－)

0 0 8

TPSC
PHILIPPINES
CORPORATION

本社
(フィリピ
ン国)

社会・産業
システム部門

その他
設備

0 0
－
(－)

2 2 10

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　主に生産設備及び情報機器設備の更新で、700百万円を予定しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 265,000,000

計 265,000,000

 

②【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成28年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年６月23日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 97,656,888 97,656,888
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 97,656,888 97,656,888 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成16年１月１日 29,700 97,656 － 11,876 2,503 20,910

（注）東芝エンジニアリング株式会社との合併による増加です。

なお、合併に際し、東芝エンジニアリング株式会社の株式１株に対して、当社の株式1.65株を割当てております。

 

（６）【所有者別状況】

平成28年３月31日現在
 

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数(人) － 29 25 80 187 4 4,735 5,060 －

所有株式数

(単元)
－ 73,608 1,936 608,073 211,899 27 80,594 976,137 43,188

所有株式数

の割合(％)
－ 7.54 0.20 62.29 21.71 0.00 8.26 100.00 －

（注）自己株式243,256株は「個人その他」に2,432単元及び「単元未満株式の状況」に56株を含めて記載しております。
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（７）【大株主の状況】

  平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

株式会社東芝 東京都港区芝浦１丁目１番１号 58,242 59.64

OASIS INVESTMENTS II MASTER FUND LTD.

 

(常任代理人　シティバンク銀行株式会社）

UGLAND HOUSE, GRAND CAYMAN KY-1-1104, CAYMAN

ISLANDS

(東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

3,950 4.05

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,713 1.75

東芝保険サービス株式会社 川崎市川崎区日進町７番１号 1,600 1.64

東芝プラントシステム従業員持株会 横浜市鶴見区鶴見中央４丁目36番5号 1,565 1.60

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE-HCR00

(常任代理人　香港上海銀行東京支店　カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14 5NT, UK

(東京都中央区日本橋３丁目11番１号)
1,520 1.56

ゴールドマンサックスインターナショナル

(常任代理人　ゴールドマン・サックス証券株式会社）

 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB U.K.

(東京都港区六本木６丁目10番１号六本木ヒルズ森タ

ワー)

1,519 1.56

STATE STREET LONDON CARE OF STATE STREET BANK AND

TRUST, BOSTON SSBTC A/C UK LONDON BRANCH CLIENTS-

UNITED KINGDOM

(常任代理人　香港上海銀行東京支店　カストディ業務部）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111

 

 

(東京都中央区日本橋３丁目11番１号)

1,356 1.39

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,140 1.17

エムエルアイ　フォー クライアント　ジェネラル

ノントリーティーピービー

(常任代理人　メリルリンチ日本証券株式会社）

 

MERRILL LYNCH FINANCIALCENTRE 2 KING EDWARD

STREET LONDON EC1A 1HQ

(東京都中央区日本橋１丁目４番１号日本橋一丁目三

井ビルディング)

1,122 1.15

計 － 73,732 75.50

(注)１　エフエムアール　エルエルシー（FMR LLC）から、平成27年３月20日付（報告義務発生日　平成27年３月13日）

で大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、

当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

エフエムアール　エルエルシー (FMR LLC)
245 Summer Street, Boston, Massachusetts

02210, USA
4,082 4.18

　　２　平成27年６月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、インベスコ・アセッ

ト・マネジメント株式会社及びその共同保有者であるInvesco Hong Kong Limitedが平成27年６月15日現在でそ

れぞれ以下の株式を保有している旨が記載されておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株

式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

インベスコ・アセット・マネジメント株式会社
東京都港区六本木六丁目10番１号

六本木ヒルズ森タワー14階
3,443 3.53

Invesco Hong Kong Limited
41/F, Citibank Tower, ３Garden Road, Central,

Hong Kong
142 0.15

計 － 3,585 3.67

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】
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平成28年３月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式

243,200

－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

97,370,500
973,705 －

単元未満株式
普通株式

43,188
－ －

発行済株式総数 97,656,888 － －

総株主の議決権 － 973,705 －

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式56株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自 己 名 義
所有株式数
(株)

他 人 名 義
所有株式数
(株)

所有株式数
の 合 計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)

東芝プラントシステム株式会社

横浜市鶴見区鶴見中央

４丁目36番５号
243,200 - 243,200 0.25

計 － 243,200 - 243,200 0.25

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

　当事業年度における取得自己株式 841 1,127,914

　当期間における取得自己株式 － －

（注）「当期間における取得自己株式」には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他

(－)
－ － － －

保有自己株式数 243,256 － 243,256 －

（注）「当期間における保有自己株式数」には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

（１）第110期（当期）の配当政策

当社の配当政策は、安定的かつ継続して配当することを基本にしておりますが、当該期の業績及び今後の業績を

勘案した上で行うこととしております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。なお、これらの剰

余金の配当の決定機関は、取締役会であります。

当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、株主総会の決議によらず取締役会の決議をもって剰余金の配当等

を行うことができる旨定款に定めております。

当事業年度の配当につきましては、１株当たり37円50銭の配当(うち中間配当25円)を実施する旨決定いたしまし

た。

内部留保金につきましては、財務体質を強化し、今後の事業発展に備えるとともに、経営環境の変化などに柔軟

に対応するために有効活用してまいります。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

(百万円)

1株当たり配当額

(円)

平成27年10月29日

取締役会決議
2,435 25.0

平成28年５月12日

取締役会決議
1,217 12.5

 

（２）第111期（次期）の配当政策

当社の配当政策は、中長期的な成長による企業価値の向上と利益還元のバランスの最適化等を加味しながら、連

結配当性向30％程度を目標として利益還元に努めてまいります。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。なお、これらの剰

余金の配当の決定機関は、取締役会であります。

当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、株主総会の決議によらず取締役会の決議をもって剰余金の配当等

を行うことができる旨定款に定めております。

内部留保金につきましては、財務体質を強化し、今後の事業発展に備えるとともに、経営環境の変化などに柔軟

に対応するために有効活用してまいります。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第106期 第107期 第108期 第109期 第110期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高(円) 994 1,380 1,798 1,932 1,820

最低(円) 703 809 1,096 1,405 1,122

（注）株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成27年10月 11月 12月 平成28年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,385 1,323 1,354 1,399 1,450 1,450

最低(円) 1,152 1,183 1,187 1,256 1,214 1,234

（注）株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性16名　女性１名　（役員のうち女性の比率5.88％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
取締役社長

－ 松 川 　 良 昭和30年２月23日生

昭和54年４月 東京芝浦電気株式会社(現株式会社東
芝)入社

(注)５ 9

平成23年１月 同社電力流通・産業システム社府中事
業所長

平成23年４月 同社社会インフラシステム社府中事業
所長

平成25年６月 同社電力システム社経営変革統括責任
者兼イノベーション推進室長

平成26年６月 当社入社、社長附
平成26年６月 代表取締役、取締役社長、社長(現在)

取締役
電力プラント
事業部長

吉 田　正 晴 昭和33年12月25日生

昭和56年４月
平成21年４月
平成23年１月
平成23年４月
平成23年７月
平成24年６月
平成25年６月

 
平成27年８月

当社入社
電力事業部電力企画部参事
電力プラント事業部電力企画部参事
イノベーション推進部参事
イノベーション推進部理事
執行役員、イノベーション推進部長
取締役、常務、イノベーション推進部
長
取締役、上席常務、イノベーション推
進部長

(注)５ 7

平成28年６月

 
取締役、専務、社長補佐、電力プラン
ト事業部長(現在)

取締役
イノベーション
推進部長

林 　 正 孝 昭和31年11月８日生

昭和54年４月 東京芝浦電気株式会社(現株式会社東
芝)入社

(注)５ 5

平成21年４月 同社電力システム社火力プラント技師
長

平成21年10月 同社電力システム社火力プラント技師
長兼火力プラント統括部長

平成22年４月 同社電力システム社火力プラント技師
長

平成25年７月 同社電力システム社火力・水力プラン
ト技師長

平成28年４月 同社エネルギーシステムソリューショ
ン社火力・水力プラント技師長

平成28年６月 当社入社、イノベーション推進部長附
平成28年６月 取締役、専務、社長補佐、イノベー

ション推進部長(現在)

取締役
産業システム
事業部長

齋 藤　靖 之 昭和33年１月26日生

昭和51年４月 当社入社

(注)５ 8

平成22年４月 産業システム事業部副事業部長
平成23年６月 執行役員、産業システム事業部副事業

部長
平成24年６月 取締役、常務、産業システム事業部副

事業部長
平成25年６月

 
取締役、上席常務、産業システム事業
部長(現在)

取締役
経理部長
ＩＦＲＳ・Ｊ－Ｓ
ＯＸ対応推進部長

田 中　美 勝 昭和34年１月16日生

昭和57年４月 東京芝浦電気株式会社(現株式会社東
芝)入社

(注)５ 7

平成21年５月 同社ＰＣ＆ネットワーク社経理部長
平成22年４月 同社デジタルプロダクツ＆ネットワー

ク社経理部長
平成23年４月 同社デジタルプロダクツ＆サービス社

経理部長
平成24年６月 当社入社、経理部長附
平成24年６月 取締役、常務、経理部長兼ＩＦＲＳ・

Ｊ－ＳＯＸ対応推進部長
平成28年６月 取締役、上席常務、経理部長兼ＩＦＲ

Ｓ・Ｊ－ＳＯＸ対応推進部長(現在)

取締役 原子力事業部長 亀 井　孝 一 昭和34年5月20日生

昭和57年４月
平成23年４月

 
平成23年６月
平成28年６月

当社入社
原子力事業部技術統括(フィールド担
当)
執行役員、原子力事業部副事業部長
取締役、上席常務、原子力事業部長(現
在)

(注)５ 8
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 － 芳 賀　俊 一 昭和30年１月18日生

昭和53年３月
平成18年10月
平成20年６月
平成21年６月

 
平成23年６月
平成24年６月
平成25年６月

 
平成28年６月

当社入社
原子力事業部副事業部長
執行役員、原子力事業部副事業部長
取締役、常務、イノベーション推進部
長
取締役、常務、原子力事業部長
取締役、上席常務、原子力事業部長
取締役、専務、社長補佐、原子力事業
部長
取締役(現在)

(注)５ 12

取締役
総務部長
輸出管理部長

臼 井　健 二 昭和34年２月８日生

昭和56年４月 東京芝浦電気株式会社(現株式会社東
芝)入社

(注)５ 6
平成20年６月 同社社会システム社総務部長
平成23年４月 同社社会インフラシステム社総務部長
平成25年６月 当社入社、総務部長附
平成25年６月 取締役、常務、総務部長兼輸出管理部

長(現在)

取締役 経営企画部長 末 本 　 毅 昭和33年３月29日生

昭和56年４月 東京芝浦電気株式会社(現株式会社東
芝)入社

(注)５ 6
平成23年６月 同社電力システム社企画部長
平成25年６月 当社入社、経営企画部長附
平成25年６月 執行役員、経営企画部長
平成26年６月 取締役、常務、経営企画部長(現在)

取締役
社会インフラ
事業部長

北 林　雅 之 昭和34年８月６日生

昭和57年４月

 
東京芝浦電気株式会社(現株式会社東
芝)入社

(注)５ 5

平成22年４月

 
同社社会システム社社会システム技師
長

平成23年４月

 
同社社会インフラシステム社社会シス
テム技師長

平成23年７月

 
同社社会インフラシステム社配電シス
テム技師長

平成25年10月

 
同社コミュニティ・ソリューション社
配電システム技師長

平成28年４月 当社入社、社会インフラ事業部理事
平成28年６月

 
取締役、常務、社会インフラ事業部長
(現在)

取締役
電力プラント
事業部副事業部長

鶴 原　一 則 昭和38年３月７日生

昭和58年４月 当社入社

(注)５ 5

平成19年10月

 
電力事業部電力建設部海外火力技工グ
ループ長

平成23年１月

 
電力プラント事業部電力建設部海外火
力技工グループ長

平成24年４月 電力プラント事業部電力建設部長
平成26年７月

 
電力プラント事業部火力海外プロジェ
クト部長

平成27年８月

 
執行役員、電力プラント事業部副事業
部長

平成28年６月

 
取締役、常務、電力プラント事業部副
事業部長(現在)

取締役 －
和田　希志子
(戸籍上の氏名：
井上　希志子)

昭和46年６月20日生
平成８年４月
平成27年８月

弁護士登録
弁護士、当社取締役(現在) (注)５ －

取締役 － 横 山　良 和 昭和39年７月２日生

平成５年７月
平成５年９月
平成15年６月

公認会計士登録
税理士登録
株式会社ヨロズ監査役(平成27年６月
まで)

(注)５ －

平成28年６月 公認会計士、税理士、当社取締役(現
在)

常勤監査役 － 山 根　孝 次 昭和34年６月９日生

昭和57年４月 当社入社

(注)６ 10

平成21年５月 経理部主財部長
平成23年８月 経理部主財部長兼ＩＦＲＳ・

Ｊ－ＳＯＸ対応推進グループ
(ＩＦＲＳ対応推進担当)グループ責任
者

平成27年８月 常勤監査役(現在)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役 － 外 池　良 司 昭和34年９月26日生

昭和57年４月 当社入社

(注)６ 5

平成23年４月 電力プラント事業部電力企画部参事
平成25年４月 電力プラント事業部プロジェクト管理

主幹
平成26年７月
平成27年８月

電力プラント事業部電力建設部長
常勤監査役(現在)

監査役 － 師 岡　愼 一 昭和24年８月14日生

昭和52年４月 東京芝浦電気株式会社(現株式会社東
芝)入社

(注)６ －

平成17年４月 アイテル技術サービス株式会社(現東芝
原子力エンジニアリングサービス株式
会社)入社(平成22年３月退社)

平成20年４月 東京大学原子力専攻特任研究員(非常
勤)

平成21年４月 早稲田大学客員教授(非常勤)
平成22年４月 早稲田大学共同原子力専攻特任教授
平成26年４月

 
平成27年８月

早稲田大学共同原子力専攻専攻主任特
任教授
早稲田大学共同原子力専攻専攻主任特
任教授、当社監査役(現在)

監査役 － 石 井 　 崇 昭和45年６月８日生

平成12年４月 弁護士登録

(注)６ －
平成19年４月 公正取引委員会(任期付公務員)
平成24年４月
平成27年８月

弁護士再登録
弁護士、当社監査役(現在)

計 97

(注)１　取締役 和田希志子、同 横山良和の両氏は、社外取締役であります。

２　監査役 師岡愼一、同 石井　崇の両氏は、社外監査役であります。

３　略歴欄に記載の社長、専務、上席常務、常務は執行役員としての役位であり、取締役 芳賀俊一、同 和田希志

子、同 横山良和を除く取締役全員が執行役員を兼務しております。

４　当社は平成16年１月１日付で執行役員制度を導入しております。執行役員の員数は17名で、上記の取締役兼務者

を除く執行役員の構成は、執行役員 山﨑靖雄、同 佐藤陽一、同 徳永隆志、同 三上秀夫、同 溝越正也、同 宮

沢一夫、同 山本好輝となっております。

５　平成28年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

６　平成27年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

７　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の社外監査役として、会社法第329条第

３項に定める補欠監査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

長 屋　文 裕 昭和40年11月27日生

平成３年４月 判事補任官

－

平成12年４月 検事転官
平成15年３月 判事任官
平成16年４月 最高裁判所調査官
平成21年３月 退官
平成21年６月 弁護士登録
平成22年６月 弁護士(現在)、当社監査役(平成27年８月まで)
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、経営の効率性を高め、健全性と透明性を確保し、リスク管理体制並びに法令遵守等を推進することによ

り、企業価値の最大化を図ることをコーポレート・ガバナンスの基本的な目的としております。

コーポレート・ガバナンスを充実させることで、お客様、株主様等のステークホルダーとの良好な信頼関係を築く

ことを重要な経営施策と位置づけております。

１）企業統治の体制

当社は、監査役会設置会社であり、取締役13名（社外取締役２名を含む）及び監査役４名（社外監査役２名を含

む）により、コーポレート・ガバナンス体制の強化・充実を図り、経営の効率性の向上と透明性の確保に努めてお

ります。

取締役の任期は、経営環境の変化に柔軟に対応するとともに、経営責任を明確にするため、定款の定めにより１年

としております。また、当社は、経営の意思決定と監督機能を業務執行機能と分離させることにより、急速な事業

環境の変化並びに企業間競争等に迅速に対応するため、執行役員制度を導入しております。

当社は、取締役会の監督機能を十分に発揮するため、高い独立性を有する社外取締役（２名）及び、当社事業に精

通した取締役（11名）にて構成する取締役会において、各業務執行取締役から自己の業務執行状況に関して適時適

切な報告を受け、妥当性・合理性等の観点から効率的かつ実効的に監視・監督しております。また、当社は、社外

取締役と取締役社長をはじめとする取締役及び監査役（社外監査役を含む。）との定期的な意見交換の場を設け、

社外取締役が各取締役等との連絡・調整及び監査役との連携が十分に行える体制等を構築するとともに、取締役会

の任意の諮問機関として、社外取締役（２名）及び取締役会の決議により選定された取締役（４名）により構成さ

れ、社外取締役を委員長とする「指名・報酬委員会」を設置し、役員等の指名等に関する事項及び取締役の報酬等

に関する事項について、社外取締役が適切に関与・助言できる体制等を構築しております。また、当社は、監査役

４名の内、２名を高い独立性を有する社外監査役とすることで、監査役会の機能強化と独立性の向上を図り、公正

かつ健全で質の高い経営の実現を目指しております。

当社は、内部統制システムの一環として、諸規定を整備し、取締役及び使用人等の監査役への報告体制を構築する

とともに、監査役に対して、取締役会のほか、経営会議その他重要な会議への出席機会を提供するなど、監査役が

重要な意思決定過程や業務執行状況等を適時的確に把握し、必要に応じて助言や意見表明等を行える体制等を構築

しております。更には、監査役監査が実効的に行われることを確保するための体制として、監査役の職務を補助す

るための使用人を設置するとともに、取締役社長と監査役との意見交換会を定期的に設け、当社の経営方針や対処

すべき課題のほか、監査上の重要課題等について意見交換を実施し、相互認識と信頼関係の醸成に努めておりま

す。また、監査役は、内部監査部門及び主に内部統制業務を所掌する総務部、経理部並びに会計監査人と緊密に連

携し、必要に応じて外部有識者に助言等を求めるなど、監査役監査の実効性の維持・向上に努めております。

当社は、今後も取締役及び使用人等に対して監査役監査の重要性・有用性等を浸透させるとともに、コーポレー

ト・ガバナンスの更なる強化・充実に向けて取り組んでまいります。

（体制図）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成28年６月23日現在)
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２）内部統制システムの整備の状況

当社は、経営の有効性と効率性、財務報告の信頼性の確保及び法令の遵守等のリスク管理の徹底が重要な経営の責

務と認識していることから、会社法第362条第４項第６号に規定する「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務

の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」について、会社法第362条第５項の規定

に基づき、取締役会において、次のとおり決議し、業務の適正性の確保に努めております。

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①取締役は、法令、社会規範、倫理及び当社独自の行動規範である「東芝プラントシステム行動基準」など

を遵守し、当社におけるコンプライアンス体制を確保する。

②取締役会は、定期的に取締役から職務執行状況の報告を受けるとともに、必要事項について取締役に随時

取締役会で報告させる。

③監査役は、「監査役監査基準」、「監査方針」、「年度監査計画」等に基づき、取締役の職務の執行を監

査する。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①当社は、取締役の職務執行に係る情報について、全社を統括する部門を定め、「規定管理規程」、「文書

管理規程」等に基づき、当該情報を文書又は電子記録媒体等に記録し、適切かつ確実に管理する。

②当社は、取締役の職務執行に係る情報について、保存年限に関する規定等を定め、各所管部門が適正な期

間、検索性の高い状態で当該情報を保存・管理し、常時閲覧可能な状態を維持する。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当社は、リスク管理体制の基礎として、「リスク・コンプライアンスマネジメント基本規程」及び「ビジ

ネスリスクマネジメント基本規程」等を定め、リスク管理に関する統括部門を設置する。また、当社の

事業に係るリスクを「リスク・テーブル」で以下の区分に分類し、リスクの種類に応じて所管部門を定

め、迅速かつ的確にリスクを把握するとともに、合理的かつ有効に管理できる体制を整備する。

（イ） 経営リスク

（ロ） 災害・事故リスク

（ハ） 社会リスク

②取締役は、当社及び子会社のリスクが顕在化した場合に備え、リスクの継続的な把握に努めるとともに、

リスクに関する施策を立案・推進する。

③リスクが顕在化した場合は、当社の報告体制に基づき、迅速かつ的確に当該リスクに関する情報を関係部

門に伝達し、リスクの種類に応じて取締役社長又はＣＲＯ（Chief risk-compliance Management

Officer）等の指示のもと、リスク・コンプライアンス委員会等を招集するとともに、必要に応じて顧問

弁護士等を含めた対策チームを組織し、当該リスクに対して合理的かつ有効に対応することに努め、損

失の最小化及び企業価値の最大化を図る。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、原則毎月１回取締役会を開催する

とともに、意思決定の迅速化と業務運営の効率化を図るため、原則毎週１回経営会議を開催し、当社の

経営方針及び経営戦略に係る重要な業務執行並びに中期経営計画、年度予算等を審議・決定する。

②当社は、「組織規程」に基づき組織機構、業務分掌及び役職者職務等を定め、使用人等の権限及び責任を

明確化し、業務の組織的かつ効率的な運営を図る。

③当社は、「取締役会規則」、「経営会議規程」及び「決裁権限規程」等に基づき、適切な手続に則って業

務執行の意思決定を行う。

④取締役は、当社及び子会社の適正な業績評価を適時適切に行う。

⑤当社は、情報セキュリティ体制の強化を推進するとともに、基幹システム等の情報処理システムを適切か

つ合理的に運用する。

（５）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①当社は、法令、社会規範、倫理などの遵守を重要視し、コンプライアンス体制を確保するために、継続的

な教育の実施等により、使用人に対し当社独自の行動規範である「東芝プラントシステム行動基準」を

遵守させる。

②当社は、内部監査部門を設置し、「内部監査規程」の定めに基づき、各組織及び当社グループ会社の業務

監査、会計監査及びシステム監査を適切かつ合理的に実施する。また、内部監査部門は、監査全般につ

いて監査役と緊密に連携し、業務を遂行する。

③当社及び子会社は、法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実の社内報告体制の一環として、

「リスク・コンプライアンスマネジメント基本規程」に基づき、内部通報制度を構築し、当該制度を活

用することにより、リスクの早期発見と迅速かつ的確に対応できる体制を整備する。また、内部通報を

行った者に対し、内部通報を行ったことを理由として、不利益な取り扱いを行わないことを「東芝プラ

ントシステム行動基準」及び「リスク・コンプライアンスマネジメント基本規程」に定めるなど、通報

者保護の体制を整備する。
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④監査役は、当社の法令遵守体制及び内部通報制度等の運用に問題があると判断した場合は、取締役に対し

意見を述べるとともに、必要に応じて、都度取締役及び使用人に対して直接意見を求める。

（６）当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①当社は、当社及び子会社における業務の適正を確保するため、子会社に対し、「東芝プラントシステム行

動基準」及び当社の各種コンプライアンス規定等に準拠した規定を策定することを要請する。

②当社は、「関係会社管理規程」に基づき各子会社の所管部門を定め、業務の遂行にあたっては子会社と連

携を図ることとし、当社への事前決裁及び報告体制については、その取り扱いを明確にし、必要に応じ

て都度子会社に対して事業の育成・支援、モニタリング等を行う。

③各子会社に対しては、当社の内部監査部門が計画的に業務監査、会計監査及びシステム監査を実施する。

④当社は、子会社に対し、「内部監査規程」に準拠した監査体制を構築することを要請する。

⑤取締役及び監査役は、親会社である株式会社東芝の監査委員会と適時適切な連携を図ることとし、必要に

応じて同監査委員会に対し意見を述べるとともに、改善策の策定等を求める。

（７）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

当社は、総務部等に所属する使用人に監査役の職務を補助させる。

（８）監査役を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①当社は、監査役の職務を補助すべき使用人の任命及び解任並びに人事異動等に関して事前に監査役と協議

し、監査役の意見を尊重する。

②当社は、監査役の職務を補助すべき使用人に対する監査役の指示の実効性を確保するため、当該使用人の

独立性を尊重し、監査役の当該使用人に対する指揮命令体制を確保する。

（９）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

①取締役及び使用人は、「監査役に対する報告等に関する規程」等に基づき、会社に著しい損害を及ぼすお

それがある事実を発見したときは、直ちにこれを監査役に報告する。

②当社は、当社及び子会社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告を行ったことを理由として、不利益な

取り扱いを行うことを禁止する。

③取締役は、監査役と協議の上、監査役会に報告すべき事項を定め、当該事項に関し、監査役会に実効的か

つ機動的な報告がなされるよう社内体制を整備する。

④取締役は、監査役に対し取締役会、経営会議、その他重要な会議等への出席の機会を提供し、監査役が重

要な意思決定の過程及び業務の執行状況等を適時的確に把握でき、意見を述べることができる体制を整

備する。

⑤当社は、子会社に対し、「グループ監査役連絡会」等を通じて、定期的に当該子会社の状況等を当社の監

査役に報告することを要請する。

（10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①取締役社長は、監査役会が定める「監査役会規則」に基づき、監査役と定期的に意見の交換等を行う。

②取締役及び使用人は、監査役会が定める「監査方針」及び「年度監査計画」に基づく監査役の定期的な監

査及びヒアリング等を通じ、職務執行状況等を監査役に報告する。

③監査役は、会社の業務及び財産の状況の調査その他の監査職務の遂行にあたり、内部監査部門及び会計監

査人と緊密に連携するとともに、必要に応じて弁護士等の外部有識者とも連携し、効率的な監査を実施

する。

④当社は、監査役の監査が効率的かつ実効的に行われることを確保するため、監査役から、監査役の職務の

執行について生ずる費用又は債務に関する請求を受けたときは、すみやかに当該費用又は債務を処理す

る。

３）リスク管理体制の整備の状況

当社は、当社独自の行動規範である「東芝プラントシステム行動基準」をはじめとする諸規定を整備するととも

に、「リスク・コンプライアンスマネジメント基本規程」に基づき、法令違反その他コンプライアンスに関する重

要な事実の社内報告体制の一環として「内部通報制度」を構築し、また、必要に応じて「リスク・コンプライアン

ス委員会」を開催するなど、リスクの早期発見と迅速かつ的確に対応できる体制の整備に努めております。

４）内部監査及び監査役監査の状況

当社は、内部監査機能を担う組織として監査部（16名)を設置し、年度計画に基づき、当社の各組織及び当社グ

ループ各社の業務監査、会計監査及びシステム監査を実施しております。

監査部は、合法性かつ合理性と効率性の観点から、公正かつ独立の立場で各組織のコンプライアンス、リスクマネ

ジメント及びガバナンス・プロセスの有効性並びに経営諸活動の遂行状況等を検討・評価し、改善のための意見・

助言・勧告を行う監査業務機能を有しており、監査全般について監査役及び主に内部統制業務を所掌する総務部、

経理部等とも緊密に連携し、監査業務に係わる情報の共有化を図っております。

また、監査役会は、高い独立性を有する社外監査役２名を含む４名で構成されており、「監査役会規則」に基づ

き、原則毎月１回開催され、意見交換等を行い情報の共有化を図るとともに各監査役から監査事項等に関する報告

を受け、協議又は決議を行っております。各監査役は、監査役会で定めた監査役監査基準や監査方針、年度監査計

画等に従い、独立した機関として、当社事業に対する理解の浸透や積極的な情報収集に努め、経営状態や財政状況
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の調査等を通じ、取締役の業務執行を公正かつ実効的に監査するとともに、内部監査部門及び主に内部統制業務を

所掌する総務部、経理部並びに会計監査人と緊密に連携し、また、必要に応じて弁護士等の外部有識者に助言等を

求めるなど、監査役会の機能強化に努めております。

なお、常勤監査役山根孝次氏は、当社の経理部門の業務を長年にわたって経験しており、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有するものであります。

 

５）会計監査の状況

　会計監査人である新日本有限責任監査法人は、法定の会計監査を実施しております。

　業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数は以下のとおりであります。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員

腰原　茂弘
新日本有限責任監査法人

三木　康弘

 （注）１　継続監査年数は７年以内であるため、記載を省略しております。

 　　　２　同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与

　　することのないよう措置をとっております。

　また、監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりであります。

公認会計士９名、その他10名

　監査役は、業務監査・会計監査を実施するほか、監査部及び会計監査人から、随時監査結果に関し報告及び説明を

受けるなど、相互連携を図っております。

６）役員の報酬等の額及びその算定方法の決定に関する方針等について

（１）役員区分ごとの報酬等の総額及び対象となる役員の員数

役 員 区 分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（名）基 本 報 酬 賞　  　与

取　 締 　役

（社外取締役を除く）
144 96 48 11

監　 査 　 役

（社外監査役を除く）
43 32 10 4

社　外　役　員 8 8 - 4

(注)１　監査役の支給人員並びに報酬等の総額には、平成27年８月７日開催の第109期定時株主総会継続会終結の

時をもって退任した監査役２名の員数並びに在任中の報酬等の額が含まれております。また、社外役員の

支給人員並びに報酬等の総額には、平成27年８月７日開催の第109期定時株主総会継続会終結の時をもっ

て退任した監査役１名の員数並びに在任中の報酬等の額が含まれております。なお、当事業年度末現在の

取締役及び監査役の員数は、取締役12名、監査役４名であります。

２　上記のほか、社外取締役及び社外監査役が当社の親会社又は当該親会社の子会社から受けた役員としての

報酬はありません。

３　上記のほか、使用人兼務取締役に対する使用人分給与179百万円を支給しております。

 

（２）役員の報酬等の算定方法の決定に関する方針

当社の役員の報酬等は、基本報酬と付加報酬により構成され、当該期の業績及び財務状況等を総合的に勘

案し加算減算の上、取締役については取締役会の決議に基づき、また、監査役については監査役の協議に

基づき、決定しております。

なお、取締役の報酬等の決定に関する方針及び報酬等の額につきましては、社外取締役を委員長とする

「指名・報酬委員会」の審議を経て、取締役会が決定しております。
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７）株式の保有状況

　 （１）投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　　　　　９銘柄　52百万円

  （２）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　      前事業年度

　　　　　 特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

東京電力株式会社 1,000,000 455 取引関係維持強化

昭和電線ホールディングス株式会社 164,500 15 取引関係維持強化

新日鐵住金株式会社 32,300 9 取引関係維持強化

日本製紙株式会社 900 1 取引関係維持強化

 

　　　  　みなし保有株式

　　　　　 該当事項はありません。

 

　      当事業年度

　　　　　 特定投資株式

　　　　　 該当事項はありません。

 

　　　  　みなし保有株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

東京電力株式会社 1,000,000 619 議決権行使の指図権限

昭和電線ホールディングス株式会社 164,500 10 議決権行使の指図権限

新日鐵住金株式会社 3,230 6 議決権行使の指図権限

日本製紙株式会社 900 1 議決権行使の指図権限

(注)１　みなし保有株式は退職給付信託に設定しているものです。「貸借対照表計上額」には事業年度末日におけ

る時価に対象となる株式数を乗じた金額を、「保有目的」には当該株式について当社が有する権限の内容

を記載しております。

２　東京電力株式会社は平成28年４月１日をもって、社名が東京電力ホールディングス株式会社に変更となっ

ております。
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２．コーポレート・ガバナンスに関する諸施策の実施状況

１）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に関わる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

当社は、社外取締役２名を含む取締役13名により構成される取締役会において、重要な経営事項の審議・決定並び

に各取締役・執行役員等の業務執行を監督するとともに、経営会議において、当社の経営方針及び経営戦略に係る

重要な業務執行並びに中期経営計画、年度予算等を審議・決定しております。社外監査役２名を含む４名の監査役

には、取締役会及び経営会議をはじめとする重要な会議への出席の機会を提供し、チェック機能の強化に努めてお

ります。また、会計監査人と緊密に連携するとともに、必要に応じて弁護士等の外部有識者に専門的見地からの助

言・指導を求めております。

 

２）社外取締役及び社外監査役

（１）社外取締役及び社外監査役の員数及び会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

社外取締役 和田希志子氏は弁護士であり、同 横山良和氏は公認会計士及び税理士であります。

また、社外監査役 師岡愼一氏は大学特任教授であり、同 石井　崇氏は弁護士であります。

社外取締役及び社外監査役の４氏と当社との間に特別な利害関係はありません。

（２）会社の企業統治において果たす機能及び役割並びに関係者との相互連携等

当社の社外取締役は、取締役社長をはじめとする取締役及び監査役（社外監査役を含む。）との定期的な意

見交換会等の場を通じ、当社事業に対する理解の浸透や積極的な情報開示に努め、公正中立な第三者的立場

から、当社の経営全般について、その知識と経歴、専門性等に基づき適法性・倫理性を重視し、必要に応じ

て助言や意見表明を行うなど、独立した立場で取締役会の意思決定及び取締役の職務執行に対する監督機能

を十分に発揮し、社外取締役としての職務を適正に遂行しております。

また、当社の社外監査役は、監査役会や監査役相互の意見交換等の場及び取締役社長や社外取締役との定期

的な意見交換会等の場を有効に活用するとともに、内部監査部門や主に内部統制業務を所掌する総務部、経

理部並びに会計監査人と緊密に連携し、また、必要に応じて取締役や使用人等から報告を求めるなど、当社

事業に対する理解の浸透や積極的な情報開示に努め、公正中立な第三者的立場から、意思決定過程の監視等

を通じ、当社の経営全般について、善管注意義務や忠実義務等に照らして、その知識と経歴、専門性等に基

づき適法性・倫理性を重視し、必要に応じて助言や意見表明を行うなど、経営監視能力を十分に発揮し、社

外監査役としての職務を適正に遂行しております。

（３）社外取締役及び社外監査役の選任状況に関する提出会社の考え方並びに独立性に関する基準又は方針等

当社は、当社が目指す公正かつ健全で質の高い経営の実現に向けて、当社のコーポレート・ガバナンス体制

が実質的に機能していることが極めて重要であると考えており、独立性の確保と実効性の確保の両面を勘案

した上で、当社にとって最適なガバナンス構造が形成できるよう努めております。

したがって、社外取締役及び社外監査役の選任に際しては、高度な専門性を有し、幅広い視点による経営に

対する助言と監督を期待すべく、その役割・責務を実効的に果たすための人格、識見、能力を全体としてバ

ランス良く備え、独立性や中立性の他、当社事業への精通性や専門性、経験等を重視し、多様な観点から、

総合的に判断することを基本とし、「指名・報酬委員会」の審議を経て、取締役会で決定しております。

また、当社は、経営の監視・監督機能及び透明性をより確保し、コーポレート・ガバナンス体制の強化・充

実を図るため、社外役員（社外取締役及び社外監査役）を選任するための独立性に関する基準を次のとおり

策定し、当該基準に基づき、「指名・報酬委員会」が社外役員の独立性を判断しております。

 

＜社外役員の独立性判断基準＞

　当社は、社外役員（社外取締役及び社外監査役）の独立性判断基準を以下のとおり定め、当社において合

理的かつ可能な範囲で調査した結果、社外役員が次の各項目のいずれにも該当しない場合、当該社外役員は

当社からの独立性を有し、一般株主と利益相反が生じるおそれがないものと判断いたします。

　なお、取締役会は、独立社外役員の候補者選定に際しては、本基準に基づく独立性を有していることに加

え、当社の社外役員として期待される役割・責務を果たすことができる者を候補者として選定するよう努め

るものといたします。

 

１．当社を主要な取引先とする者（※１）又はその業務執行者（※２）

２．当社の主要な取引先（※３）又はその業務執行者

３．当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（※４）を得ているコンサルタント、会計専門家又は

法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合、事務所等の団体である場合は、当該団体に所属する

者を含む。）
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４．当社及び当社の子会社（以下、「当社グループ」という。）の業務執行者又は過去10年間（但し、過去

10年内のいずれかの時において当社グループの非業務執行取締役又は監査役であったことがある者に

あっては、それらの役職への就任の前10年間）において当社グループの業務執行者であった者

５．当社の大株主である者（総議決権の10％以上の議決権を直接又は間接的に保有している者）又はその業

務執行者

６．最近において（※５）、次の（１）から（４）までのいずれかに該当していた者

（１）上記１、２及び３に掲げる者

（２）当社の親会社の業務執行者及び業務執行者でない取締役

（３）当社の親会社の監査役（社外監査役の独立性を判断する場合のみ適用する。）

（４）当社の兄弟会社（※６）の業務執行者

７．上記１から６までに掲げる者（重要でない者（※７）を除く。）の配偶者又は二親等内の親族

８．前各項の定めにかかわらず、当社と利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在すると認められる者

 

（※１）「当社を主要な取引先とする者」

直近事業年度において、当社連結売上高の２％以上の支払いを当社から受けた者をいう。

（※２）「業務執行者」

会社法施行規則第２条第３項第６号に規定する業務執行者をいい、業務執行取締役のみならず使用

人を含む（監査役は含まない。）。

（※３）「当社の主要な取引先」

直近事業年度において、当社連結売上高の２％以上の支払いを当社に行った者をいう。

（※４）「多額の金銭その他財産」

当該財産を得ている者が個人である場合は、直近事業年度において、1,000万円以上の支払いを当

社から受けた者をいう。また、当該財産を得ている者が法人、組合、事務所等の団体である場合

は、当該団体の直近事業年度における総収入額の２％を超える支払いを当社から受けた者をいう。

（※５）「最近において」

現在を含む直近４年間の事業年度をいう。

（※６）「兄弟会社」

当社と同一の親会社を有する他の会社をいう。

（※７）「重要でない者」

業務執行者については、会社等の役員若しくは部長相当以上の管理職の職責を有する者、又、会計

専門家、法律専門家等については、公認会計士、弁護士等の専門的な資格を有する者、更には、上

記職責、資格を有する者に準ずる者以外の者をいう。

 

なお、当社は、上記基準に準じて、社外取締役 和田希志子、同 横山良和の両氏及び社外監査役 師岡愼

一、同 石井　崇の両氏を選任しており、高い独立性を有し、一般株主と利益相反が生じるおそれがない者

として、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出ております。

 

３．取締役の定数

　　当社の取締役は20名以内とする旨定款に定めております。

 

４．取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

５．取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）が、職務の遂行にあたり

期待される役割を十分に発揮できるよう取締役会の決議によって法令の定める範囲内で責任を免除することができ

る旨並びに社外取締役及び社外監査役として優秀な人材を確保するために社外取締役及び社外監査役の責任を法令

の定める限度に制限する契約を締結できる旨を定款に定めております。
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６．責任限定契約の内容

当社は、社外取締役 和田希志子、同 横山良和の両氏並びに社外監査役 師岡愼一、同 石井　崇の両氏との間に、

会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任について、法令が定める額を限度として

責任を負担する契約を締結しております。なお、当該責任限定が認められるのは、各氏が責任の原因となった職務

の遂行について善意でかつ重大な過失がない場合に限定しております。

 

７．剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、

株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締

役会の権限とすることにより、機動的な資本政策及び配当政策を遂行することを目的とするものであります。

 

８．積極的な情報開示

　当社は、経営の透明度を高めるために、積極的な開示を行うことを基本に、プレス発表を随時実施するほか、当社

ホームページ上でＩＲ情報やニュースリリースの開示を行っております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 41 － 46 －

連結子会社 － － － －

計 41 － 46 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度及び当連結会計年度）

　　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度及び当連結会計年度）

　　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬につきましては、当社の規模、業務特性等を勘案し、監査項目及

　び適切な監査日数等を協議して決定しております。
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第５【経理の状況】
１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じ

て記載しております。

 

(2)　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14

号)により作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成27年４月１日から平成28年３月

31日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)の財務諸表について、新日

本有限責任監査法人による監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、セミナー等への参加をしております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 5,857 6,430

グループ預け金 64,871 85,534

受取手形・完成工事未収入金等 111,201 92,565

電子記録債権 182 508

未成工事支出金等 ※１ 19,736 ※１ 25,288

繰延税金資産 4,060 3,953

その他 4,715 5,172

貸倒引当金 △210 △312

流動資産合計 210,414 219,141

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 8,996 8,882

減価償却累計額 △7,329 △7,331

建物・構築物（純額） 1,666 1,550

機械・運搬具 2,979 2,755

減価償却累計額 △2,324 △2,092

機械・運搬具（純額） 654 662

工具器具・備品 4,655 4,413

減価償却累計額 △3,652 △3,406

工具器具・備品（純額） 1,003 1,007

土地 3,419 3,152

リース資産 135 75

減価償却累計額 △60 △36

リース資産（純額） 75 38

建設仮勘定 － 279

有形固定資産合計 6,819 6,692

無形固定資産 275 252

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 666 ※２ 197

長期貸付金 2 2

繰延税金資産 10,539 11,198

その他 840 893

貸倒引当金 △121 △123

投資その他の資産合計 11,927 12,168

固定資産合計 19,021 19,112

資産合計 229,436 238,254
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 50,782 47,635

未払法人税等 5,659 5,888

未成工事受入金 11,024 13,349

役員賞与引当金 79 93

完成工事補償引当金 500 1,048

工事損失引当金 ※１ － ※１ 204

その他 12,919 13,234

流動負債合計 80,965 81,455

固定負債   

役員退職慰労引当金 22 27

退職給付に係る負債 32,071 35,197

その他 317 292

固定負債合計 32,411 35,517

負債合計 113,376 116,972

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,876 11,876

資本剰余金 20,910 20,910

利益剰余金 85,919 94,726

自己株式 △163 △164

株主資本合計 118,543 127,348

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 188 －

繰延ヘッジ損益 △220 △290

為替換算調整勘定 733 △11

退職給付に係る調整累計額 △3,516 △6,068

その他の包括利益累計額合計 △2,814 △6,369

非支配株主持分 330 303

純資産合計 116,059 121,281

負債純資産合計 229,436 238,254
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高   

完成工事高 ※１ 218,652 ※１ 219,353

売上原価   

完成工事原価 ※２,※３ 189,544 ※２,※３ 188,377

売上総利益   

完成工事総利益 29,107 30,976

販売費及び一般管理費   

従業員給料手当 5,728 5,372

退職給付費用 553 496

役員退職慰労引当金繰入額 7 9

役員賞与引当金繰入額 86 95

貸倒引当金繰入額 69 114

賃借料 383 397

その他 5,335 5,844

販売費及び一般管理費合計 ※３ 12,166 ※３ 12,328

営業利益 16,941 18,648

営業外収益   

受取利息 225 196

受取配当金 31 46

持分法による投資利益 23 39

保険配当金 105 61

為替差益 341 －

その他 111 105

営業外収益合計 839 450

営業外費用   

為替差損 － 312

その他 94 65

営業外費用合計 94 378

経常利益 17,687 18,720

特別利益   

土地売却益 117 －

退職給付信託設定益 － 372

特別利益合計 117 372

特別損失   

減損損失 － ※４ 323

退職給付制度改定損 － 211

特別損失合計 － 534

税金等調整前当期純利益 17,804 18,558

法人税、住民税及び事業税 7,626 6,760

法人税等調整額 111 549

法人税等合計 7,737 7,310

当期純利益 10,066 11,248

非支配株主に帰属する当期純利益 21 6

親会社株主に帰属する当期純利益 10,044 11,242
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【連結包括利益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当期純利益 10,066 11,248

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 30 △188

繰延ヘッジ損益 △358 △70

為替換算調整勘定 708 △791

退職給付に係る調整額 233 △2,552

その他の包括利益合計 ※１ 614 ※１ △3,603

包括利益 10,680 7,645

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 10,613 7,686

非支配株主に係る包括利益 67 △41
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 11,876 20,910 75,156 △161 107,781

会計方針の変更による累積的
影響額

  2,179  2,179

会計方針の変更を反映した当期
首残高

11,876 20,910 77,336 △161 109,961

当期変動額      

剰余金の配当   △1,461  △1,461

親会社株主に帰属する当期純
利益

  10,044  10,044

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 8,583 △1 8,581

当期末残高 11,876 20,910 85,919 △163 118,543

 

        

 その他の包括利益累計額
非支配株主持

分
純資産合計

 
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整
勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 158 137 70 △3,749 △3,382 265 104,664

会計方針の変更による累積的
影響額

      2,179

会計方針の変更を反映した当期
首残高

158 137 70 △3,749 △3,382 265 106,844

当期変動額        

剰余金の配当       △1,461

親会社株主に帰属する当期純
利益

      10,044

自己株式の取得       △1

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

30 △358 662 233 568 65 633

当期変動額合計 30 △358 662 233 568 65 9,215

当期末残高 188 △220 733 △3,516 △2,814 330 116,059
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当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 11,876 20,910 85,919 △163 118,543

会計方針の変更による累積的
影響額

    －

会計方針の変更を反映した当期
首残高

11,876 20,910 85,919 △163 118,543

当期変動額      

剰余金の配当   △2,435  △2,435

親会社株主に帰属する当期純
利益

  11,242  11,242

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 8,806 △1 8,805

当期末残高 11,876 20,910 94,726 △164 127,348

 

        

 その他の包括利益累計額
非支配株主持

分
純資産合計

 
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整
勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 188 △220 733 △3,516 △2,814 330 116,059

会計方針の変更による累積的
影響額

      －

会計方針の変更を反映した当期
首残高

188 △220 733 △3,516 △2,814 330 116,059

当期変動額        

剰余金の配当       △2,435

親会社株主に帰属する当期純
利益

      11,242

自己株式の取得       △1

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△188 △70 △744 △2,552 △3,555 △27 △3,583

当期変動額合計 △188 △70 △744 △2,552 △3,555 △27 5,222

当期末残高 － △290 △11 △6,068 △6,369 303 121,281
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 17,804 18,558

減価償却費 554 555

減損損失 － 323

貸倒引当金の増減額（△は減少） 69 116

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △0 4

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 811 △39

受取利息及び受取配当金 △256 △243

為替差損益（△は益） △142 86

退職給付信託設定益 － △372

退職給付制度改定損 － 211

有形固定資産売却損益（△は益） △119 6

有形及び無形固定資産処分損益（△は益） 68 20

持分法による投資損益（△は益） △23 △39

売上債権の増減額（△は増加） △10,972 16,951

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △5,320 △5,644

その他の流動資産の増減額（△は増加） 863 △726

仕入債務の増減額（△は減少） 4,098 △2,436

未成工事受入金の増減額（△は減少） △7,462 2,827

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 26 14

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △70 548

工事損失引当金の増減額（△は減少） － 204

その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,848 803

未払又は未収消費税等の増減額 971 △69

その他 56 37

小計 2,807 31,697

利息及び配当金の受取額 317 268

法人税等の支払額 △8,195 △6,755

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,070 25,210

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △260 △915

定期預金の払戻による収入 429 769

グループ預け金の預入による支出 △37,372 △79,380

グループ預け金の払戻による収入 46,718 96,755

短期貸付けによる支出 △0 △17

短期貸付金の回収による収入 3 5

長期貸付けによる支出 △4 △8

長期貸付金の回収による収入 2 6

有形固定資産の取得による支出 △921 △891

有形固定資産の売却による収入 170 129

無形固定資産の取得による支出 △29 △27

長期保証金の支払による支出 △37 △63

長期保証金の返還による収入 22 24

その他 △23 △52

投資活動によるキャッシュ・フロー 8,696 16,332
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △1 △1

配当金の支払額 △1,461 △2,435

非支配株主への配当金の支払額 △2 △2

リース債務の返済による支出 △25 △20

非支配株主からの払込みによる収入 － 15

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,490 △2,444

現金及び現金同等物に係る換算差額 622 △593

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,758 38,506

現金及び現金同等物の期首残高 50,369 53,127

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 53,127 ※１ 91,633
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

　子会社は全て連結されております。

連結子会社の数　13社

　当該連結子会社名は「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しております。

　TPSC PHILIPPINES CORPORATIONについては、当連結会計年度において新たに設立したことにより連結の範囲に含め

　ることといたしました。

２　持分法の適用に関する事項

　関連会社は全て持分法が適用されております。

　当該関連会社は東芝電力検査サービス株式会社の1社であります。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

４　会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ）有価証券

その他有価証券(時価のあるもの)

　連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)によっております。

その他有価証券(時価のないもの)

移動平均法による原価法によっております。

(ロ）デリバティブ

時価法によっております。

(ハ）未成工事支出金等

主として個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）に

よっております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ）有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物・構築物　　３～59年

機械・運搬具　　２～20年

工具器具・備品　２～20年

 （ロ）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

　(ハ）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3）重要な引当金の計上基準

(イ）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(ロ）役員賞与引当金

役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

(ハ）完成工事補償引当金

完成工事の瑕疵担保の費用に充てるため、過去の完成工事に係る補償費の実績を基に将来の発生見込額を加味

して計上しております。

（ニ）工事損失引当金

受注工事の損失に備えるため、連結会計年度末の未引渡工事のうち、大幅な損失が発生すると見込まれ、か

つ、連結会計年度末時点で当該損失額を合理的に見積ることが可能な工事について、翌連結会計年度以降の損失

見積額を引当計上しております。

(ホ）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
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(4）退職給付に係る会計処理の方法

(イ）退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

(ロ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(イ）当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

(ロ）その他の工事

　　工事完成基準

(6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、当該会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主

持分に含めております。

(7）重要なヘッジ会計の方法

(イ）ヘッジ会計の方法…原則として繰延ヘッジ処理によっております。

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…為替予約

　ヘッジ対象…外貨建予定取引

(ハ）ヘッジ方針

連結財務諸表提出会社にはデリバティブ取引の扱いに関する規程があり、外貨建取引に係る為替レートの変　

動リスクを回避する目的で、個々に為替予約を行いヘッジを行っております。

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して相

場変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については連結財

務諸表の組替えを行っております。

 

（未適用の会計基準等）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）

 

1.概要

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する会計上の

実務指針及び監査上の実務指針（会計処理に関する部分）を企業会計基準委員会に移管するに際して、企業会計

基準委員会が、当該実務指針のうち主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性

の判断に関する監査上の取扱い」において定められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針について、企

業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積るという取扱いの枠組みを基本的に踏襲した

上で、分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの一部について必要な見直しを行ったもので、繰延税金資

産の回収可能性について、「税効果会計に係る会計基準」（企業会計審議会）を適用する際の指針を定めたもの

であります。

 

２.適用予定日

平成28年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用します。

 

３.当該会計基準等の適用による影響

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点

で評価中であります。

 

(表示方法の変更)

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで流動資産の「受取手形・完成工事未収入金等」に含めて表示しておりました「電子記録債

権」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、独立掲記することとしました。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組み替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、流動資産の「受取手形・完成工事未収入金等」に表示

していた111,384百万円は、「受取手形・完成工事未収入金等」111,201百万円、「電子記録債権」182百万円とし

て組み替えております。

 

（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示しておりました「貸倒引当金繰入額」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反

映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組み替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、販売費及び一般管理費の「その他」に表示していた

5,405百万円は、「貸倒引当金繰入額」69百万円、「その他」5,335百万円として組み替えております。

 

　前連結会計年度において、独立掲記していた「営業外費用」の「固定資産処分損」は、営業外費用の総額の

100分の10以下となったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組み替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「固定資産処分損」に表示していた

68百万円は、「その他」として組み替えております。

 

EDINET提出書類

東芝プラントシステム株式会社(E00200)

有価証券報告書

51/98



(連結貸借対照表関係)

※１　損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金等と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。

　　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金等のうち、工事損失引当金に対応する額は次のとおりであり

　　ます。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

未成工事支出金等 － 204百万円

 

※２　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

投資有価証券（株式） 130百万円 145百万円

 

３　偶発債務

　　　　下記のものの金融機関借入金について債務保証をしております。

　　　 保証債務

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

　被保証先

従業員（住宅融資金）

 

365百万円

　被保証先

従業員（住宅融資金）

 

284百万円

 

　　　 損害賠償に係る偶発債務

前連結会計年度（平成27年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（平成28年３月31日）

当社が請負った工場新築電気設備工事において、顧客設備の一部に損害を与える事象が発生しました。

その結果、顧客より損害賠償請求がなされる可能性がありますが、現時点では損額賠償金額を合理的に見積ること

が困難であるため工事損失引当金の計上は行っておりません。
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(連結損益計算書関係)

※１　工事進行基準による完成工事高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

 90,148百万円 86,795百万円

 

※２　完成工事原価に含まれている引当金繰入額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

完成工事補償引当金

工事損失引当金

△70百万円

－

548百万円

204百万円

 

※３　一般管理費及び当期完成工事原価に含まれる研究開発費の総額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

一般管理費 773百万円 951百万円

完成工事原価 － －

 

※４　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

福井県敦賀市 遊休資産 土地及び建物

　当社グループは、原則として、事業用資産については事業部を基準としてグルーピングを行っており、遊休資産につ

いては個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　当連結会計年度において、事業の用に供していない遊休資産のうち、時価が著しく下落した資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（323百万円）として特別損失に計上しました。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、土地及び建物については不動産鑑定評価

額により評価しております。
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(連結包括利益計算書関係)

　※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 37百万円 118百万円

組替調整額 － △372

税効果調整前 37 △253

税効果額 △7 65

その他有価証券評価差額金 30 △188

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 88 271

組替調整額 △0 △185

資産の取得原価調整額 △631 △177

税効果調整前 △543 △91

税効果額 185 21

繰延ヘッジ損益 △358 △70

為替換算調整勘定：   

当期発生額 708 △791

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 △508 △4,671

組替調整額 1,127 1,098

税効果調整前 619 △3,572

税効果額 △386 1,020

退職給付に係る調整額 233 △2,552

その他の包括利益合計 614 △3,603
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(連結株主資本等変動計算書関係)

 

前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数(千株)

当連結会計年度増
加株式数(千株)

当連結会計年度減
少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

普通株式 97,656 － － 97,656

合計 97,656 － － 97,656

自己株式     

普通株式　(注) 241 1 － 242

合計 241 1 － 242

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
(決議)

株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年４月25日

取締役会
普通株式 730 7.5 平成26年３月31日 平成26年６月３日

平成26年10月31日

取締役会
普通株式 730 7.5 平成26年９月30日 平成26年12月１日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　　　　該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数(千株)

当連結会計年度増
加株式数(千株)

当連結会計年度減
少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

普通株式 97,656 － － 97,656

合計 97,656 － － 97,656

自己株式     

普通株式　(注) 242 0 － 243

合計 242 0 － 243

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
(決議)

株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年10月29日

取締役会
普通株式 2,435 25 平成27年９月30日 平成27年12月１日

 （注）１株当たり配当額の内訳は、普通配当12円50銭、特別配当12円50銭であります。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
(決議)

株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年５月12日

取締役会
普通株式 1,217 12.5 平成28年３月31日 平成28年６月２日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

現金及び預金勘定 5,857百万円 6,430百万円

グループ預け金勘定 64,871 85,534 

　計 70,728 91,965 

預入期間が３か月を超える定期預金 △225 △331 

預入期間が３か月を超えるグループ預け金 △17,375 － 

現金及び現金同等物 53,127 91,633 

 
 

(リース取引関係)

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　　　主として、建設事業における自動車、備品（「機械・運搬具」、「工具器具・備品」）であります。

　②　リース資産の減価償却の方法

　　 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　（２）重要な減価償却資

   産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

     オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

　 １年内 16 6

　 １年超 5 15

　 合計 21 21
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、主として東芝グループファイナンス制度による短期的な
運用を原則としております。デリバティブは、為替相場の変動リスクを回避するために利用してお
り、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されて
おります。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、各事業部門における営業部門
が主な取引先の状況を管理し、信用状況を１年毎に把握する体制としております。
　また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりま
すが、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。
　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株
式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
　営業債務である支払手形・工事未払金等並びに未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日で
す。　デリバティブ取引は、外貨建支払いや外貨建収入に対して、為替相場の変動リスクをヘッジする
目的で先物為替予約取引を利用しております。またデリバティブ取引については、信用度の高い金融機
関のみを取引相手としているため、信用リスクはほとんどないと認識しております。デリバティブ取引
の実行及び管理は、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、経理部長はデリバティブ取引の契
約状況等を半期毎に取締役会にて報告しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対
象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本とな
る重要な事項「４．会計方針に関する事項 (7)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

 
２．金融商品の時価等に関する事項

　　　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

     なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません

　　　（(注)２．参照）。

 
前連結会計年度(平成27年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時　価　(百万円) 差　額　(百万円)

(1) 現金預金

(2) グループ預け金

(3) 受取手形・完成工事未収入金等

(4) 電子記録債権

(5) 投資有価証券

　　　その他有価証券

5,857

64,871

111,061

182

 
481

5,857

64,871

111,061

182

 
481

－

－

－

ー

 
－

　資産計 182,453 182,453 －

(1) 支払手形・工事未払金等

(2) 未払金

(3) 未払法人税等

50,782

3,088

5,659

50,782

3,088

5,659

－

－

－

　負債計 59,529 59,529 －

デリバティブ取引(*) （122） （122） －

(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
項目については（）で示しております。
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当連結会計年度(平成28年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時　価　(百万円) 差　額　(百万円)

(1) 現金預金

(2) グループ預け金

(3) 受取手形・完成工事未収入金等

(4) 電子記録債権

(5) 投資有価証券

　　　その他有価証券

6,430

85,534

92,394

508

 
－

6,430

85,534

92,394

508

 
－

－

－

－

－

 
－

　資産計 184,867 184,867 －

(1) 支払手形・工事未払金等

(2) 未払金

(3) 未払法人税等

47,635

4,004

5,888

47,635

4,004

5,888

－

－

－

　負債計 57,529 57,529 －

デリバティブ取引(*) （347） （347） －

(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
項目については（）で示しております。
 

 (注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　　資　産
　　(1) 現金預金、(2) グループ預け金、(3) 受取手形・完成工事未収入金等、並びに（4）電子記録債権

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

　ります。
　　(5) 投資有価証券

 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

 また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

 

　　負　債

　　(1) 支払手形・工事未払金等、(2) 未払金、並びに(3) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

　ります。

　　デリバティブ取引

　　　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分
　前連結会計年度

（平成27年３月31日）

　当連結会計年度

（平成28年３月31日）

非上場株式 184 197

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、
「(5)投資有価証券」には含めておりません。
 

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　　　　前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内

(百万円)

１年超

５年以内

(百万円)

５年超

10年以内

(百万円)

10年超

(百万円)

現金預金

グループ預け金

受取手形・完成工事未収入金等

電子記録債権

5,845

64,871

111,061

182

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

 

　　　　当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内

(百万円)

１年超

５年以内

(百万円)

５年超

10年以内

(百万円)

10年超

(百万円)

現金預金

グループ預け金

受取手形・完成工事未収入金等

電子記録債権

6,417

85,534

92,394

508

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

 

EDINET提出書類

東芝プラントシステム株式会社(E00200)

有価証券報告書

59/98



(有価証券関係)

１　その他有価証券
 

　　前連結会計年度(平成27年３月31日)

 種類
連結貸借対照表
計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 481 227 253

小計 481 227 253

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 － － －

小計 － － －

合計 481 227 253

　（注）「取得原価」欄には減損処理後の帳簿価額を記載しております。

 

　　当連結会計年度(平成28年３月31日)

 

　該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

 　 前連結会計年度(平成27年３月31日)

区分 種類

契約額等(百万円)
時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

 
 

 
うち１年超
(百万円)

 

市場取引

以外の取

引

 

為替予約取引      

売建      

米ドル 705 － △93 △93  

ユーロ － － － －  

買建      

スウェーデン・クローナ 1,439 － 7 7  

米ドル 2,397 － 291 291  

ユーロ 30 － △0 △0  

合計 4,571 － 205 205  

（注）　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

 　 当連結会計年度(平成28年３月31日)

区分 種類

契約額等(百万円)
時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

 
 

 
うち１年超
(百万円)

 

市場取引

以外の取

引

 

為替予約取引      

売建      

米ドル 4,879 600 122 122  

スウェーデン・クローナ 3,387 367 48 48  

ユーロ 157 － 2 2  

買建      

米ドル 2,261 － △100 △100  

ユーロ 13 － △0 △0  

合計 10,699 968 72 72  

（注）　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

   前連結会計年度(平成27年３月31日)

ヘッジ会計の
方法

種類 主なヘッジ対象

契約額等(百万円)
時価
(百万円)

 
 

 
うち１年超
(百万円)

 

原則的処理方法

為替予約取引      

売建      

米ドル 完成工事未収入金 9,469 3,767 △804  

ユーロ 完成工事未収入金 31 － 0  

スウェーデン・クローナ 完成工事未収入金 4,271 1,435 209  

買建      

ユーロ 工事未払金 258 107 △14  

米ドル 工事未払金 5,012 2,199 279  

スウェーデン・クローナ 工事未払金 44 － △1  

中国元 工事未払金 31 － 2  

合計  19,121 7,509 △328  

（注）　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

 

   当連結会計年度(平成28年３月31日)

ヘッジ会計の
方法

種類 主なヘッジ対象

契約額等(百万円)
時価
(百万円)

 
 

 
うち１年超
(百万円)

 

原則的処理方法

為替予約取引      

売建      

米ドル 完成工事未収入金 1,924 318 21  

ユーロ 完成工事未収入金 4 － 0  

スウェーデン・クローナ 完成工事未収入金 1,305 147 17  

買建      

ユーロ 工事未払金 199 － △12  

米ドル 工事未払金 10,110 6,281 △443  

スウェーデン・クローナ 工事未払金 44 － △1  

合計  13,589 6,747 △419  

（注）　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

　連結財務諸表提出会社及び一部の国内子会社は、確定給付型の制度として、基金型確定給付企業年金制度及び退職

一時金制度を設けているほか、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度及び前払い退職手当金制度を設けており

ます。

　提出会社及び一部の国内子会社は年金制度について、平成23年１月に従来の確定給付企業年金制度を労使の合意を

得た後に改定し、平成23年４月よりキャッシュ・バランス・プランを導入しております。これは対象者の年金につい

て、給付水準及び毎年の市場金利等を考慮して計算した金額を対象者毎に積立を行う制度であります。

　提出会社及び一部の国内子会社は平成27年10月に確定拠出年金制度を導入しております。これは、従来の退職一時

金の内将来積み立て分の50％を確定拠出年金とし、従業員個人で積立金の運用を行う制度であります。また、希望に

より確定拠出年金に加入しない従業員に対しては、確定拠出年金の取扱いに定める事業主掛金と同額を前払い退職手

当金として支給しております。

　提出会社は、平成28年３月に退職一時金制度について退職給付信託を設定しております。

　一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しており

ます。

　また、国内子会社のうち１社は、従来、総合設立型の厚生年金基金に加入しておりました。これは、自社の拠出に

対する年金資産の額を合理的に計算することができない制度であるため、確定拠出制度と同様に会計処理しておりま

したが、厚生年金基金を脱退し、平成27年10月１日より基金型確定給付企業年金制度に移行しております。

 
２．確定給付制度
（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

退職給付債務の期首残高 71,957百万円 72,530百万円
会計方針の変更による累積的影響額 △3,391 －
会計方針の変更を反映した期首残高 68,565 72,530
勤務費用 2,592 2,407
利息費用 812 627
数理計算上の差異の発生額 2,801 2,592
簡便法で計算した退職給付費用 212 264
退職給付の支払額 △2,600 △3,216
過去勤務費用の発生額 － 52
退職給付制度改定に伴う債務不足額 － 447
その他 145 74

退職給付債務の期末残高 72,530 75,780
 
(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

年金資産の期首残高 36,699百万円 40,458百万円
期待運用収益 917 1,011
数理計算上の差異の発生額 2,292 △2,026
事業主からの拠出額 1,712 1,739
退職給付の支払額 △1,296 △1,515
退職給付信託の設定に伴う拠出額（※） － 600
退職給付制度改定に伴う移管額 － 236
その他 133 78

年金資産の期末残高 40,458 40,583
※退職給付信託の設定には株式（取得価額　227百万円）を拠出しており、拠出額との差額372百万円は、退職給付
信託設定益として特別利益に計上しております。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資
産の調整表
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前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 50,343百万円 74,422百万円

年金資産 △40,458 △40,583

 9,884 33,838
非積立型制度の退職給付債務 22,186 1,358

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 32,071 35,197

   
退職給付に係る負債 32,071 35,197

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 32,071 35,197
 
(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

勤務費用 2,592百万円 2,407百万円
利息費用 812 627
期待運用収益 △917 △1,011
数理計算上の差異の費用処理額 1,045 1,014
過去勤務費用の費用処理額 81 84
簡便法で計算した退職給付費用 212 264

確定給付制度に係る退職給付費用 3,827 3,386
（注）上記退職給付費用以外に、退職給付制度改定に伴う損失（当連結会計年度211百万円）を特別損失として計

上しております。
 
(5）退職給付に係る調整額
　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

過去勤務費用 81百万円 31百万円
数理計算上の差異 537 △3,604
合　計 619 △3,572

 
(6）退職給付に係る調整累計額
　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）
未認識過去勤務費用 △285百万円 △317百万円
未認識数理計算上の差異 5,493 9,098
合　計 5,208 8,780

 

(7）年金資産に関する事項
①　年金資産の主な内訳
　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）
債券 37％ 38％
オルタナティブ（注） 26 25
　株式 25 24
一般勘定 9 9
その他 3 4
合　計 100 100

　（注）オルタナティブの主なものは、ヘッジファンドおよび不動産であります。
 
②　長期期待運用収益率の設定方法
　当社グループは、年金資産の目標ポートフォリオ及び資産別長期期待収益率並びに過去の運用実績を考慮して
長期期待運用収益率を設定しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）
割引率 0.9％ 0.5％
長期期待運用収益率 2.5％ 2.5％
予想昇給率 4.4％ 4.8％

 

 

３.確定拠出制度
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　提出会社及び一部の国内連結子会社の確定拠出年金制度への要拠出額は、前連結会計年度－百万円、当連結会計年

度165百万円、前払い退職手当金制度の費用処理額は、前連結会計年度－百万円、当連結会計年度８百万円でありま

す。

 
４．複数事業主制度
　確定拠出制度と同様に会計処理する複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度41百万
円、当連結会計年度17百万円であります。
(1)複数事業主制度の直近の積立状況

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成27年３月31日現在）

年金資産の額 303,721百万円 317,423百万円
　年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備
金　の額との合計額

299,821 302,957

差引額 3,900 14,465

 

 

(2)複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

　 前連結会計年度　0.53％　（平成26年３月31日現在）

　 当連結会計年度　0.51％　（平成27年３月31日現在）

 

(3)補足説明

　 上記（1）の差引額の主要因は、未償却過去勤務債務残高（前連結会計年度△20,430百万円、当連結会計年度

 △18,843百万円）、別途積立金（前連結会計年度12,320百万円、当連結会計年度24,330百万円）及び剰余金（前連

結会計年度12,010百万円、当連結会計年度8,978百万円）であります。

　 本制度における過去勤務債務の償却方法は、期間20年の元利均等償却であり、当社グループは連結財務諸表上、

 特別掛金（前連結会計年度10百万円、当連結会計年度６百万円）を費用処理しています。

　 なお、上記（2）の割合は、当社グループの実際の負担割合とは一致しておりません。

 

(ストック・オプション等関係)

　該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

   
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産      

 退職給付に係る負債 10,380百万円  11,019百万円

 賞与引当金 2,409  2,252 

 工事未払金 390  426 

 貸倒引当金 100  161 

 減価償却費 695  747 

 完成工事補償引当金 165  323 

 工事損失引当金 －  63 

 未払事業税 386  357 

 繰延ヘッジ損益 108  129 

 その他 1,068  955 

 繰延税金資産小計 15,704  16,434 

 評価性引当額 △475  △619 

 繰延税金資産合計 15,228  15,814 

繰延税金負債      

 固定資産圧縮積立金 △519  △492 

 退職給付信託設定益 －  △114 

 その他有価証券評価差額金 △60  － 

 その他 △49  △57 

 繰延税金負債合計 △628  △663 

 繰延税金資産の純額 14,599  15,151 

 
　（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に
　　　　　含まれております。

   
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

        

 流動資産－繰延税金資産 4,060  3,953 

 固定資産－繰延税金資産 10,539  11,198 

 流動負債－繰延税金負債 －  － 

 固定負債－繰延税金負債 －  － 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の要因となった主
　　要な項目別の内訳

   
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

        

 法定実効税率 35.5％  32.2％

 （調整）      

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6  0.5 

 住民税均等割等 0.5  0.5 

 評価性引当額 △1.3  1.3 

 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 6.5  3.1 

 その他 1.6  1.8 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.4  39.4 
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に国会で
成立し、平成28年４月１日以降に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。こ
れに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるもの
に限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の32.2％から、平成28年４月１日に開始する連結会計年度及び
平成29年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.8％に、平成30年４月１日に開
始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.5％となります。
　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は715百万円、繰延ヘッジ損益が６百万円
それぞれ減少し、法人税等調整額が580百万円、退職給付に係る調整累計額が△129百万円それぞれ増加しておりま
す。
 
 

(資産除去債務関係)

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(賃貸等不動産関係)

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、かつ経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

　当社グループは、事業を展開する分野別に事業部門を設置し、エンジニアリング・調達・施工・試運

転・調整・サービスまでの一貫した事業活動を行なっておりますが、報告セグメントとしては共通技術・

共通設備別に集約をし、「発電システム部門」及び「社会・産業システム部門」の２つとしております。

　「発電システム部門」は、火力、水力、原子力発電設備の計画、設計、監督施工、試運転、保守等の事

業を行っております。「社会・産業システム部門」は、受変電設備、公共設備や一般産業向けの各種設

備、ビル設備、情報系事業の計画、設計、監督施工、試運転、保守等の事業を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益および振替高は

市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

   前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

   （単位：百万円）

 発電システム部門 社会・産業システム部門 合計

売上高    

外部顧客への売上高 114,539 104,112 218,652

セグメント間の内部売上高又は振替高 1,335 144 1,480

計 115,875 104,257 220,132

セグメント利益 8,744 8,942 17,687

その他の項目    

減価償却費 457 97 554

受取利息 183 42 225

持分法による投資利益 23 － 23

セグメント資産については、事業セグメントに配分された資産がないため、記載を省略しております。

 

   当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

   （単位：百万円）

 発電システム部門 社会・産業システム部門 合計

売上高    

外部顧客への売上高 129,528 89,825 219,353

セグメント間の内部売上高又は振替高 943 191 1,134

計 130,471 90,016 220,488

セグメント利益 9,706 9,013 18,720

その他の項目    

減価償却費 382 173 555

受取利息 157 39 196

持分法による投資利益 39 － 39

セグメント資産については、事業セグメントに配分された資産がないため、記載を省略しております。
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項）

（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

 報告セグメント計

 セグメント間取引消去

220,132

△1,480

220,488

△1,134

 連結損益計算書の完成工事高 218,652 219,353

 

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

 報告セグメント計 17,687 18,720

 連結損益計算書の経常利益 17,687 18,720

 

 　 （単位：百万円)

その他の項目

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結会

計年度

当連結会

計年度

前連結会

計年度

当連結会

計年度

前連結会

計年度

当連結会

計年度

 減価償却費 554 555 － － 554 555

 受取利息 225 196 － － 225 196

 持分法による投資利益 23 39 － － 23 39
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【関連情報】

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

              （単位：百万円）

　日本 東南アジア その他アジア その他の地域 合計

172,056 37,796 7,407 1,391 218,652

　(注)１ 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　　 ２ 各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。

　　 （1)東南アジア 　：タイ、フィリピン、ベトナム、インドネシア等

　　 （2)その他アジア ：台湾、中国、インド、クウェート、アラブ首長国連邦、韓国等

　　 （3)その他の地域 ：アメリカ、イタリア、ケニア等

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えて

いるため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　         　　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社東芝 103,010
発電システム部門

社会・産業システム部門

 

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

              （単位：百万円）

　日本 東南アジア その他アジア その他の地域 合計

162,438 45,170 9,049 2,696 219,353

　(注)１ 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　　 ２ 各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。

　　 （1)東南アジア 　：タイ、フィリピン、ベトナム、マレーシア、インドネシア等

　　 （2)その他アジア ：台湾、インド、中国、アラブ首長国連邦、韓国、サウジアラビア等

　　 （3)その他の地域 ：タンザニア、アメリカ、イタリア、メキシコ等

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えて

いるため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　         　　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社東芝 108,851
発電システム部門

社会・産業システム部門
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

 
前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）
　該当事項はありません。
 
当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

   （単位：百万円）

 発電システム部門 社会・産業システム部門 合計

減損損失 323 － 323

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

 １.関連当事者との取引

(1)　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

 （ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

 前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

種類
会社等
の名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の被所有
割合
(％)

　関連当事者
　との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
株式会社

東芝

東京都

港区
439,901

１ 電気機械器具

製造業

２ 計量器、医療

機械器具その

他機械器具製

造業

３ ソフトウェア

業、電気通信

業、放送業、

情報処理サー

ビス業、情報

提供サービス

業

４ 化学工業、金

属工業、建設

業、窯業、鉱

業、土石採取

業

５ 前各号の附帯

又は関連事業

６ 前各号の営業

を行う者に対

する投資

直接

59.81

間接

1.64

 
 

連結財務諸

表提出会社

は親会社よ

り電気工

事、管工

事、機械器

具設置工

事、電気通

信工事、建

築工事、消

防施設工事

及び鋼構造

物工事の請

負施工をし

ており、前

記工事に関

連する一部

の資材を購

入しており

ます。ま

た、資金の

預入をして

おります。

営業
取引

工事
請負

101,527

完成工事
未収入金

71,421

その他流
動資産

121

資材
購入

17,581

未成工事
受入金

1,172

工事未払
金

7,410

その他　
流動負債
 

103

営業
外取
引

資金
の預
入

244,610
グループ
預け金

61,480
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 当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

種類
会社等
の名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の被所有
割合
(％)

　関連当事者
　との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
株式会社

東芝

東京都

港区
439,901

１ 電気機械器具

製造業

２ 計量器、医療

機械器具その

他機械器具製

造業

３ ソフトウェア

業、電気通信

業、放送業、

情報処理サー

ビス業、情報

提供サービス

業

４ 化学工業、金

属工業、建設

業、窯業、鉱

業、土石採取

業

５ 前各号の附帯

又は関連事業

６ 前各号の営業

を行う者に対

する投資

直接

59.82

間接

1.64

 
 

連結財務諸

表提出会社

は親会社よ

り電気工

事、管工

事、機械器

具設置工

事、電気通

信工事、建

築工事、消

防施設工事

及び鋼構造

物工事の請

負施工をし

ており、前

記工事に関

連する一部

の資材を購

入しており

ます。ま

た、資金の

預入をして

おります。

営業
取引

工事
請負

108,265

完成工事
未収入金

49,781

その他流
動資産

161

資材
購入

11,479

未成工事
受入金

2,448

工事未払
金

2,965

その他　
流動負債
 

156

営業
外取
引

資金
の預
入

304,780
グループ
預け金

82,790

 

 （注）１　営業取引の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

　　　　　　す。

 　　  ２　営業外取引の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。

　　　　３　議決権等の被所有割合の間接所有は東芝保険サービス株式会社(1.64％)であります。

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

　１．工事請負並びに資材購入については、一般的取引条件と同様に決定しております。

　２．資金の預入については、連結財務諸表提出会社と株式会社東芝との間で資金取引に関する基本契約を締結して行っ

ております。
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(2)　連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

 （ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

  前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

種類
会社等
の名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の被所有
割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
株式会社

東芝

東京都

港区
439,901

１ 電気機械器具
製造業

２ 計量器、医療
機械器具その
他機械器具製
造業

３ ソフトウェア
業、電気通信
業、放送業、
情報処理サー
ビス業、情報
提供サービス
業

４ 化学工業、金
属工業、建設
業、窯業、鉱
業、土石採取
業

５ 前各号の附帯
又は関連事業

６ 前各号の営業
を行う者に対
する投資

直接

59.81

間接

1.64

資金の預入
営業
外取
引

資金
の預
入

12,098
グループ
預け金

2,885

 

  当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

種類
会社等
の名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の被所有
割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
株式会社

東芝

東京都

港区
439,901

１ 電気機械器具
製造業

２ 計量器、医療
機械器具その
他機械器具製
造業

３ ソフトウェア
業、電気通信
業、放送業、
情報処理サー
ビス業、情報
提供サービス
業

４ 化学工業、金
属工業、建設
業、窯業、鉱
業、土石採取
業

５ 前各号の附帯
又は関連事業

６ 前各号の営業
を行う者に対
する投資

直接

59.82

間接

1.64

資金の預入
営業
外取
引

資金
の預
入

14,435
グループ
預け金

2,377

（注）上記金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　連結財務諸表提出会社の連結子会社と株式会社東芝との間で資金取引に関する基本契約を締結し、資金の預入を行って
おります。

 

 ２.親会社又は重要な関連会社に関する注記

　 親会社情報

　　株式会社東芝（東京証券取引所、名古屋証券取引所に上場）
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(１株当たり情報)

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

１株当たり純資産額 1,188円00銭 1,241円90銭

１株当たり当期純利益金額 103円11銭 115円40銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

親会社株主に帰属する

当期純利益金額（百万円）
10,044 11,242

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益金額（百万円）
10,044 11,242

期中平均株式数（千株） 97,414 97,414

 

(重要な後発事象)

　  　　　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

 短期借入金 － －    － －

 １年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 24 10 － －

 長期借入金（１年以内に返済予定の
 ものを除く。）

－ －   － －

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
50 28 － 平成29年～45年

 その他有利子負債 － －    － －

　　　　　 合計 75 38 － －

 （注）１．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額で

　　　　　 リース債務を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

 　　　２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下

　　　　　 のとおりであります。

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

リース債務 7 4 2 1

 

 

【資産除去債務明細表】

　 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定

により記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 32,048 87,831 128,068 219,353

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
2,423 6,266 9,231 18,558

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額（百万

円）

1,541 3,991 5,890 11,242

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
15.82 40.97 60.46 115.40

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
15.82 25.15 19.48 54.94
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,072 381

グループ預け金 61,480 82,790

受取手形 542 597

電子記録債権 182 508

完成工事未収入金 ※３ 102,922 ※３ 83,486

未成工事支出金 ※１ 18,592 ※１ 25,093

繰延税金資産 3,744 3,601

その他 3,777 4,348

貸倒引当金 △127 △335

流動資産合計 192,187 200,471

固定資産   

有形固定資産   

建物 6,502 6,291

減価償却累計額 △5,505 △5,410

建物（純額） 997 880

構築物 956 969

減価償却累計額 △890 △899

構築物（純額） 65 70

機械及び装置 2,635 2,414

減価償却累計額 △2,055 △1,820

機械及び装置（純額） 579 594

車両運搬具 103 104

減価償却累計額 △93 △96

車両運搬具（純額） 10 8

工具器具・備品 3,476 3,305

減価償却累計額 △2,904 △2,725

工具器具・備品（純額） 571 579

土地 3,328 3,061

リース資産 128 69

減価償却累計額 △60 △35

リース資産（純額） 67 34

建設仮勘定 － 279

有形固定資産合計 5,621 5,508

無形固定資産   

ソフトウエア 20 13

その他 19 15

無形固定資産合計 39 28
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

投資その他の資産   

投資有価証券 535 52

関係会社株式 4,159 4,621

関係会社出資金 92 92

関係会社長期貸付金 1,090 1,740

長期前払費用 14 24

繰延税金資産 8,305 7,895

長期保証金 549 570

その他 171 171

貸倒引当金 △117 △120

投資その他の資産合計 14,800 15,047

固定資産合計 20,460 20,584

資産合計 212,648 221,056

負債の部   

流動負債   

支払手形 2,578 3,367

工事未払金 ※３ 43,301 ※３ 38,708

未払金 2,903 4,082

未払費用 7,936 7,849

未払法人税等 5,183 5,260

未成工事受入金 ※３ 9,201 ※３ 12,052

預り金 648 85

役員賞与引当金 56 62

完成工事補償引当金 500 1,048

工事損失引当金 ※１ － ※１ 204

その他 157 347

流動負債合計 72,468 73,070

固定負債   

退職給付引当金 25,269 24,645

その他 235 192

固定負債合計 25,504 24,838

負債合計 97,973 97,908
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,876 11,876

資本剰余金   

資本準備金 20,910 20,910

資本剰余金合計 20,910 20,910

利益剰余金   

利益準備金 1,864 1,864

その他利益剰余金   

圧縮積立金 1,091 1,118

別途積立金 19,091 19,091

繰越利益剰余金 60,035 68,741

利益剰余金合計 82,082 90,815

自己株式 △163 △164

株主資本合計 114,705 123,437

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 188 －

繰延ヘッジ損益 △220 △290

評価・換算差額等合計 △31 △290

純資産合計 114,674 123,147

負債純資産合計 212,648 221,056
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高   

完成工事高 ※１,※２ 194,407 ※１,※２ 186,670

売上原価   

完成工事原価 168,448 158,668

売上総利益   

完成工事総利益 25,958 28,002

販売費及び一般管理費   

役員報酬 128 136

従業員給料手当 4,875 4,654

退職給付費用 507 460

役員賞与引当金繰入額 60 62

法定福利費 632 623

福利厚生費 27 27

教育研修費 89 82

修繕費 38 13

事務用品費 62 48

旅費及び交通費 333 368

通信費 92 118

動力用水光熱費 109 106

調査研究費 773 951

広告宣伝費 25 30

貸倒引当金繰入額 32 93

交際費 141 140

寄付金 15 15

賃借料 273 260

減価償却費 91 95

租税公課 399 549

保険料 165 164

その他 1,367 1,454

販売費及び一般管理費合計 10,242 10,457

営業利益 15,715 17,544

営業外収益   

受取利息 190 176

受取配当金 ※２ 337 ※２ 343

為替差益 427 －

その他 217 173

営業外収益合計 1,172 693

営業外費用   

為替差損 － 193

その他 80 46

営業外費用合計 80 240

経常利益 16,808 17,997

特別利益   

退職給付信託設定益 － 372

土地売却益 117 －

特別利益合計 117 372

特別損失   

減損損失 － 323

貸倒引当金繰入額 － 115

関係会社株式評価損 － 22

特別損失合計 － 461

税引前当期純利益 16,925 17,908

法人税、住民税及び事業税 7,018 6,100

法人税等調整額 135 639

法人税等合計 7,153 6,739
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当期純利益 9,772 11,168

【完成工事原価報告書】

  
前事業年度

(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

材料費  61,122 36.3 46,295 29.2

労務費  148 0.1 222 0.1

外注費  58,753 34.9 58,372 36.8

経費  48,423 28.7 53,777 33.9

(うち人件費)  (30,522) (18.1) (31,399) (19.8)

合計
 168,448 100 158,668 100

     

 （注）原価計算の方法は個別原価計算により工事毎に原価を材料費、労務費、外注費、経費の要素別に分類集計してお

ります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本準備
金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
圧縮積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 11,876 20,910 20,910 1,864 958 19,091 50,026 71,941 △161 104,566

会計方針の変更による累積的
影響額

      1,830 1,830  1,830

会計方針の変更を反映した当期
首残高

11,876 20,910 20,910 1,864 958 19,091 51,857 73,771 △161 106,396

当期変動額           

剰余金の配当       △1,461 △1,461  △1,461

当期純利益       9,772 9,772  9,772

自己株式の取得         △1 △1

圧縮積立金の積立     132  △132 －  －

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

          

当期変動額合計 － － － － 132 － 8,178 8,310 △1 8,309

当期末残高 11,876 20,910 20,910 1,864 1,091 19,091 60,035 82,082 △163 114,705

 

     

 評価・換算差額等

純資産合
計

 
その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 158 137 296 104,862

会計方針の変更による累積的
影響額

   1,830

会計方針の変更を反映した当期
首残高

158 137 296 106,692

当期変動額     

剰余金の配当    △1,461

当期純利益    9,772

自己株式の取得    △1

圧縮積立金の積立    －

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

30 △358 △327 △327

当期変動額合計 30 △358 △327 7,981

当期末残高 188 △220 △31 114,674
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当事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本準備
金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
圧縮積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 11,876 20,910 20,910 1,864 1,091 19,091 60,035 82,082 △163 114,705

会計方針の変更による累積的
影響額

         －

会計方針の変更を反映した当期
首残高

11,876 20,910 20,910 1,864 1,091 19,091 60,035 82,082 △163 114,705

当期変動額           

剰余金の配当       △2,435 △2,435  △2,435

当期純利益       11,168 11,168  11,168

自己株式の取得         △1 △1

圧縮積立金の積立     27  △27 －  －

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

          

当期変動額合計 － － － － 27 － 8,706 8,733 △1 8,732

当期末残高 11,876 20,910 20,910 1,864 1,118 19,091 68,741 90,815 △164 123,437

 

     

 評価・換算差額等

純資産合
計

 
その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 188 △220 △31 114,674

会計方針の変更による累積的
影響額

   －

会計方針の変更を反映した当期
首残高

188 △220 △31 114,674

当期変動額     

剰余金の配当    △2,435

当期純利益    11,168

自己株式の取得    △1

圧縮積立金の積立    －

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△188 △70 △258 △258

当期変動額合計 △188 △70 △258 8,473

当期末残高 － △290 △290 123,147
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(イ）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

(ロ）その他有価証券(時価のあるもの)

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定)によっております。

 その他有価証券(時価のないもの)

移動平均法による原価法によっております。

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　時価法によっております。

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金……個別法に基づく原価法

４　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

 定額法によっております。

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

 建物　　　　　　３～55年

 構築物　　　　　３～59年

 機械及び装置　　２～20年

 工具器具・備品　２～20年

無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法によっております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

 す。

リース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

６　引当金の計上基準

(イ）貸倒引当金

 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(ロ）役員賞与引当金

役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

(ハ）完成工事補償引当金

 完成工事の瑕疵担保の費用に充てるため、過去の完成工事に係る補償費の実績を基に将来の発生見込額を加味し

て計上しております。

(ニ）工事損失引当金

受注工事の損失に備えるため、当事業年度末の未引渡工事のうち、大幅な損失が発生すると見込まれ、かつ、当

事業年度末時点で当該損失額を合理的に見積ることが可能な工事について、翌事業年度以降の損失見積額を引当

計上しております。

(ホ）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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７　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(イ）当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

       工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

(ロ）その他の工事

       工事完成基準

８　ヘッジ会計の方法

(イ）ヘッジ会計の方法…原則として繰延ヘッジ処理によっております。

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

    　ヘッジ手段…為替予約

　  　ヘッジ対象…外貨建予定取引

(ハ）ヘッジ方針

当社にはデリバティブ取引の扱いに関する規程があり、外貨建取引に係る為替レートの変動リスクを回避する目

的で、個々に為替予約を行いヘッジを行っております。

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場

変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

 ９　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(イ）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸

表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(ロ）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

(会計方針の変更)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日）等を当事業年度から適用しております。

 

(表示方法の変更)

（貸借対照表）

　前事業年度まで流動資産の「受取手形」に含めて表示しておりました「電子記録債権」は、金額的重要性が増

したため、当事業年度より、独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度

の財務諸表の組み替えを行っております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、流動資産の「受取手形」に表示していた725百万円は、「受取手

形」542百万円、「電子記録債権」182百万円として組み替えております。

 

（損益計算書）

　前事業年度において、独立掲記していた「営業外費用」の「固定資産処分損」は、営業外費用の総額の100分

の10以下となったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させ

るため、前事業年度の財務諸表の組み替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「固定資産処分損」に表示していた63百万円

は、「その他」として組み替えております。
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(貸借対照表関係)

　※１　損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

　　　す。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は次のとおり

　　　であります。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

未成工事支出金 － 204百万円

 

 

　　２　偶発債務

　　　　 次の関係会社等について債務保証をしております。

　　　　　債務保証

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

　被保証先

従業員（住宅融資金）

 

355百万円

　被保証先

従業員（住宅融資金）

 

275百万円

TPSC(INDIA)PRIVATE LIMITED

（履行保証）

（債務保証）

 

695

2,626

TPSC(INDIA)PRIVATE LIMITED

（履行保証）

（債務保証）

 

497

1,646

TPSC(THAILAND)CO.,LTD

（履行保証）
4,155

TPSC(THAILAND)CO.,LTD

（履行保証）
3,300

PT.TOSPLANT ENGINEERING

INDONESIA（履行保証）
140

TPSC ENGINEERING (MALAYSIA)

SDN BHD（債務保証）
420

TPSC(VIETNAM)CO.,LTD.

（履行保証）
328

TPSC(VIETNAM)CO.,LTD.

（履行保証）
307

計 8,301 計 6,447

 

　　　 損害賠償に係る偶発債務

前事業年度（平成27年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（平成28年３月31日）

当社が請負った工場新築電気設備工事において、顧客設備の一部に損害を与える事象が発生しました。

その結果、顧客より損害賠償請求がなされる可能性がありますが、現時点では損額賠償金額を合理的に見積ること

が困難であるため工事損失引当金の計上は行っておりません。

 

※３　関係会社項目

　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

流動資産

　完成工事未収入金

 

71,567百万円

 

50,001百万円

流動負債   

　工事未払金 8,294 4,506

　未成工事受入金 1,172 2,449
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(損益計算書関係)

※１　工事進行基準による完成工事高は次のとおりであります。

 

前事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

 72,738百万円  57,544百万円

 

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

関係会社への完成工事高 101,950百万円  108,773百万円

関係会社からの受取配当金 306  296

 

(有価証券関係)

　子会社株式、子会社出資金及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式4,616百万円、子会社出資

金92百万円、関連会社株式４百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式4,154百万円、子会社出資金92百万

円、関連会社株式４百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載してお

りません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付引当金 8,169百万円 7,734百万円

賞与引当金 2,187  2,006

工事未払金 383  422

貸倒引当金 71  140

減価償却費 688  742

完成工事補償引当金 165  323

工事損失引当金 －  63

未払事業税 368  342

繰延ヘッジ損益 108  129

その他 932  803

繰延税金資産小計 13,071  12,704

評価性引当額 △419  △570

繰延税金資産合計 12,652  12,134

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △519  △492

退職給付信託設定益 －  △114

その他有価証券評価差額金 △60  －

その他 △23  △32

繰延税金負債合計 △602  △638

繰延税金資産の純額 12,049  11,496

 

 ２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

　　　となった主要な項目別の内訳

 

前事業年度
（平成27年３月31日）

 
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

 

法定実効税率 35.5％  32.2％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6  0.5

　住民税均等割等 0.5  0.5

　評価性引当額 △0.9  1.0

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正

その他

6.6

△0.1

 3.1

0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.2  37.6

 

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に国会で
成立し、平成28年４月１日以降に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに
伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）
に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.2％から、平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日
に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.8％に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に
解消が見込まれる一時差異については30.5％となります。
　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は569百万円、繰延ヘッジ損益が６百万円
それぞれ減少し、法人税等調整額が562百万円増加しております。

 

 

(重要な後発事象)

 　　　　　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

(投資有価証券)   

その他有価証券   

関西国際空港土地保有株式会社 400 20

中部国際空港株式会社 304 15

東芝テクニカルサービスインターナショナル株式会社 28 5

東芝電力放射線テクノサービス株式会社 110 5

株式会社ＡＮＯＶＡ 100 5

合同会社津屋崎太陽光発電所 2 1

株式会社フラワーテクニカえべつ 100 0

東芝ライテック株式会社 100,000 0

合計 101,044 52
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【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却　累計額又
は　　償却累計
額　（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有形固定資産        

建物 6,502 58
271

(55)
6,291 5,410 93 880

構築物 956 16
4

(0)
969 899 10 70

機械及び装置 2,635 69 290 2,414 1,820 48 594

車両運搬具 103 0 － 104 96 2 8

工具器具・備品 3,476 228 399 3,305 2,725 217 579

土地 3,328 －
267

(267)
3,061 － － 3,061

リース資産 128 18 76 69 35 16 34

建設仮勘定 － 279 － 279 － － 279

有形固定資産計 17,131 672
1,309

(323)
16,496 10,988 389 5,508

無形固定資産        

ソフトウエア － － － 450 437 10 13

その他 － － － 51 35 3 15

無形固定資産計 － － － 501 473 14 28

長期前払費用 20 20 6 34 9 3 24

 （注）１．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

　　　 ２．無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

　　      額」の記載を省略致しました。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高　
（百万円）

当期増加額　
（百万円）

当期減少額　
（目的使用）　
（百万円）

当期減少額　
（その他）　
（百万円）

当期末残高　
（百万円）

貸倒引当金(注)１ 244 269 3 54 455

役員賞与引当金 56 62 56 － 62

完成工事補償引当金(注)２ 500 1,102 528 25 1,048

工事損失引当金 － 232 27 － 204

 （注）１．貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄は、戻入によるものであります。

 （注）２．完成工事補償引当金の「当期減少額(その他)」欄は、戻入によるものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

 

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

 

株主名簿管理人

 

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

 

取次所

 

－

 

買取手数料

以下の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った単元未満

株式の数で按分した金額とする。

（算式）

１株当たりの買取単価に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち

100万円以下の金額につき、当該金額の1.150％

100万円を超え500万円以下の金額につき、当該金額の0.900％

500万円を超え1,000万円以下の金額につき、当該金額の0.700％

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき、当該金額の0.575％

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき、当該金額の0.375％

（円未満の端数を生じた場合は切り捨てる。）

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500

円とする。

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電

子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載す

る方法により行う。

電子公告URL　http://www.toshiba-tpsc.co.jp/

株主に対する特典 なし

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を有しておりません。

　　　１．会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　２．会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　　３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１) 臨時報告書   平成27年６月29日

関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づ

く臨時報告書であります。

 

(２) 有価証券報告書及びその

添付書類並びに確認書

事業年度

（第109期）

自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日

平成27年７月28日

関東財務局長に提出

 

(３) 内部統制報告書及びその

添付書類

  平成27年７月28日

関東財務局長に提出

 

(４) 四半期報告書及び

確認書

第１四半期

（第110期）

自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日

平成27年８月７日

関東財務局長に提出

 

(５) 四半期報告書及び

確認書

第２四半期

（第110期）

自　平成27年７月１日

至　平成27年９月30日

平成27年11月６日

関東財務局長に提出

 

(６) 臨時報告書   平成28年１月29日

関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４（監査公認会計士等の異動）に基づく臨時報告書

であります。

 

(７) 四半期報告書及び

確認書

第３四半期

（第110期）

自　平成27年10月１日

至　平成27年12月31日

平成28年２月４日

関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  平成28年６月23日

東芝プラントシステム株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 腰原　茂弘　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三木　康弘　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東芝プラントシステム株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東芝

プラントシステム株式会社及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東芝プラントシステム株式会

社の平成28年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、東芝プラントシステム株式会社が平成28年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　※１．上記は、監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社
（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  平成28年６月23日

東芝プラントシステム株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 腰原　茂弘　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三木　康弘　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東芝プラントシステム株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第110期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東芝プラ

ントシステム株式会社の平成28年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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